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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月

売上高 (百万円) 282,060 275,835 281,926 271,868 273,797

経常利益 (百万円) 9,024 13,151 16,022 14,300 10,251

当期純利益 (百万円) 2,189 6,627 9,299 7,599 1,190

持分法を適用した場

合の投資利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 15,909 15,909 17,658 17,658 17,658

発行済株式総数 (株) 30,991,240 30,991,240 34,682,113 34,682,113 34,682,113

純資産額 (百万円) 57,310 63,569 76,370 83,192 83,246

総資産額 (百万円) 221,946 226,714 242,283 252,878 271,009

１株当たり純資産額 (円) 1,853.97 2,056.38 2,207.11 2,404.29 2,405.88

１株当たり配当額

(円)

18.00 22.00 28.00 32.00 32.00

（うち１株当たり中

間配当額）
(9.00) (11.00) (14.00) (16.00) (16.00)

１株当たり当期純利

益
(円) 70.83 214.40 284.10 219.61 34.40

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
(円) 70.61 210.08 268.32 219.02 34.31

自己資本比率 (％) 25.8 28.0 31.5 32.9 30.7

自己資本利益率 (％) 3.9 11.0 13.3 9.5 1.4

株価収益率 (倍) 14.2 5.2 4.2 5.1 29.9

配当性向 (％) 25.4 10.3 9.9 14.6 93.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 8,673 15,083 6,428 10,908 12,219

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △9,273 △8,357 △16,597 △14,208 △18,696

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 946 △5,597 6,687 3,885 7,520

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 5,048 6,176 2,695 3,280 4,323

従業員数

(人)

2,496 2,490 2,555 2,600 2,622

［外、平均臨時雇用

者数］
[6,592] [6,462] [6,746] [6,854] [7,174]

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。
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２【沿革】

年月 概　　　　　　　　　　　　　　 要

昭和53年９月 石油製品小売業である港南株式会社が経営の多角化を目指し、総合住生活産業に進出するため、大阪府

堺市熊野町東４丁４番23号に資本金10百万円により日曜大工用品の小売業を主要業務とするコーナン商

事株式会社を設立しました。

昭和53年12月 第１号店として、大阪府堺市にコーナン泉北店を開店しました。

昭和57年11月 ＦＣ（フランチャイズ）店として、大阪府八尾市にホームセンターリックスを経営する株式会社リック

スを買収しました。

昭和61年８月 事業拡大に伴い、本社を大阪府堺市鳳東町４丁401番地１に移転しました。

昭和61年９月 日本ＤＩＹ（Ｄo It Ｙourself）協会に加盟しました。

昭和61年10月 第10号店として、株式会社リックスの営業権譲受により、ホームセンターリックス店（ＦＣ）を直営店

としました。

昭和63年３月 ＥＯＳ（コンピュータによる発注処理システム）を導入し、店舗・本社・取引先間の発注システムをオ

ンライン化しました。

平成８年９月 大阪証券取引所市場第二部に上場しました。

平成９年10月 堺流通センターを大阪府堺市に開設しました。

平成10年３月 園芸用植物、花卉栽培および輸入・卸売・小売業を主目的とする子会社「株式会社ハイ・ジー・サービ

ス」を設立しました。

平成11年５月 事業拡大に伴い、本社を大阪府堺市鳳東町６丁637番地１に移転しました。

平成11年12月 海外商品調達、他社へのＥＤＬＰ（Ｅvery Ｄay Ｌow Ｐrice）商品供給を主目的とする子会社「大阪

エイチシー株式会社」を設立しました。

平成12年３月 第89号店、第90号店として、徳永木材有限会社よりホームセンタージョイフル徳永２店舗の営業権譲受

により、兵庫県加古川市にコーナン東加古川店を、兵庫県明石市にコーナン魚住店を開店しました。

平成12年９月 小型ホームセンター「ホームストック」第１号店を兵庫県津名郡津名町に開店しました。

平成12年10月 京都流通センターを京都府八幡市に開設しました。

平成12年11月 第100号店として、大阪府枚方市にコーナン枚方野村店を開店しました。

平成13年２月 大阪証券取引所市場第一部へ指定されました。

平成13年８月 泉大津輸入商品センター（海外商品流通センターを名称変更）を、大阪府泉大津市に開設しました。

平成13年10月 東京証券取引所市場第一部に上場しました。

平成14年11月 丸長商事株式会社（和歌山県）が、ホームセンター部門（５店舗）を分社して株式会社まるちょうとし

た全株式を取得し、子会社和歌山コーナン株式会社としました。

平成15年３月 子会社和歌山コーナン株式会社を吸収合併し、子会社大阪エイチシー株式会社が当社子会社「株式会社

ハイ・ジー・サービス」を吸収合併しました。

平成15年４月 摂津流通センターを大阪府摂津市に、相模原流通センターを神奈川県相模原市に開設しました。

平成16年２月 岡山流通センターを岡山県赤磐郡熊山町に開設しました。

平成16年11月 小牧輸入商品センターを愛知県小牧市に開設しました。

平成17年１月 福岡流通センターを福岡県糟屋郡粕屋町に開設しました。

平成17年４月 神戸西流通センターを神戸市西区に開設しました。

平成17年11月 貝塚流通管理センターを、大阪府貝塚市に開設しました。

平成18年２月 子会社大阪エイチシー株式会社の輸入業務及び不動産賃貸事業を、会社分割により承継しました。

平成19年９月 物流業務の合理化と効率化を目的として子会社「コーナンロジスティックス株式会社」を設立しまし

た。

平成19年11月 子会社Ｋ・Ｆ株式会社（平成19年８月８日子会社化）を吸収合併しました。

平成20年８月 合理化のため摂津流通センターを閉鎖しました。

平成21年１月

平成21年３月

横浜流通センターを横浜市鶴見区に開設しました。

広島流通センターを広島市安芸区に開設しました。

平成23年９月 東北地区初の店舗として、コーナンプロ仙台東インター店を仙台市若林区に開店しました。

平成25年４月 新貝塚流通センターを大阪府貝塚市に開設しました。

平成25年12月 新相模原流通センターを相模原市中央区に開設しました。

平成26年２月 現在店舗数 290店舗（大阪府89店舗、京都府21店舗、兵庫県37店舗、奈良県14店舗、和歌山県18店舗、

滋賀県2店舗、宮城県5店舗、埼玉県2店舗、千葉県2店舗、東京都6店舗、神奈川県13店舗、愛知県15店

舗、三重県1店舗、鳥取県3店舗、島根県2店舗、岡山県7店舗、広島県6店舗、山口県4店舗、徳島県12店

舗、香川県4店舗、愛媛県13店舗、高知県11店舗、福岡県2店舗、長崎県1店舗）となっております。
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３【事業の内容】

当社は、単一セグメントであり、当社が議決権の全てを所有する子会社が２社、当社が意思決定機関を支配してい

る子会社が１社あり、建築資材、金物、日用雑貨品等の仕入・卸売、園芸用植物、花卉の栽培・卸売業、不動産賃貸

業を営んでおります。

当社及び子会社の事業内容は、次のとおりであります。

区分 会社名

ホームセンター事業 コーナン商事株式会社（当社）

建築資材、金物、日用雑貨品等の仕入・卸売業、

園芸用植物、花卉の栽培・卸売業

大阪エイチシー株式会社

 

不動産賃貸業 株式会社ハルカム

（休業中） コーナンロジスティックス株式会社

当社は、商品の一部を大阪エイチシー株式会社から購入しております。

当社は株式会社ハルカムから土地を賃借しております。

コーナンロジスティックス株式会社は休業中であります。

事業の系統図は次のとおりであります。

４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

５【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成26年２月28日現在
 

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数 平均年間給与（円）

2,622 36.4 11年　　　2ヶ月 4,446,627

（注）１．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業人員数であり、関係会社への出向者（ 3人）、嘱託（ 37人）、及びパートタイマー・アル

バイトは含まれておりません。パートタイマー・アルバイトの期中平均雇用人員は7,174人（１人当たり１

か月168時間・１日８時間換算）であります。

３．当社は、単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

(2) 労働組合の状況

平成14年11月にコーナン商事ユニオンが結成され、同時に上部団体であるＵＩゼンセン同盟に加入いたしまし

た。平成26年２月28日現在における組合員数は2,197人です。なお、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当期における我が国経済は、政府による経済対策や金融緩和の効果等から緩やかな回復基調を辿っております

が、新興国経済の成長鈍化や今後の国内個人消費動向等、景気の先行きについてはなお不透明な状況が続いており

ます。

ホームセンター業界では、豊富な品揃えを活かして消費需要の獲得に努めておりますが、業態を超えた競合も激

しさを増しており、当社を取り巻く環境は厳しい状況が続いております。

この様な状況のもと、当社は当期にホームセンター１０店舗（宮城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大

阪府、兵庫県、岡山県、広島県）、プロショップを５店舗（神奈川県、京都府、大阪府、岡山県）出店した他、

ホームセンター３店舗を閉店したため、当期末現在の店舗数は２９０店舗（うち、プロ４０店舗、ホームストック

５８店舗）となりました。

これらの結果、当期の業績は、売上高273,797百万円（前期比0.7％増）となり、経常利益は10,251百万円（前期

比28.3％減）、当期純利益は1,190百万円（前期比84.3％減）となりました。

当社は、単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) キャッシュ・フローの状況

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末比1,043百万円増加し、当期末には4,323

百万円となりました。

当期における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当期において営業活動の結果得られた資金は12,219百万円（前期比12.0％増）となりました。税引前当期純利益

は2,720百万円となり、仕入債務の増加額1,752百万円の収入があった他、商品自主回収関連損失引当金を7,434百

万円計上したことなどが要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当期において投資活動の結果支出した資金は18,696百万円（前期比31.6％増）となりました。これは、店舗及び

先行投資による有形固定資産の取得17,705百万円、差入保証金の差入れ2,480百万円などの支出が要因でありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当期において財務活動の結果得られた資金は7,520百万円（前期比93.6％増）となりました。これは、金融機関

からの借入金の純増加額10,192百万円による収入があったことが要因であります。
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２【仕入及び販売の状況】

(1) 商品仕入実績

当事業年度の単一セグメント内の商品仕入実績を商品部門別に示すと、次のとおりであります。

商品部門別
第37期

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

前年同期比（％）

ホームインプルーブメント

（ＤＩＹ用品）（百万円）
66,191 108.3

ハウスキーピング

（家庭用品）（百万円）
76,754 99.5

カー・レジャー

（カー・レジャー用品）（百万円）
31,835 97.2

その他（百万円） 2,883 83.0

合計（百万円） 177,665 101.8

（注）１．商品別の各構成内容は、次のとおりであります。

(1）ホームインプルーブメント　（木材・建材、工具、建築金物、塗料・作業用品、園芸用品、園芸植物、資

材、エクステリア、水道、住設機器、リフォーム）

(2）ハウスキーピング　　　　　（ダイニング用品、インテリア、電材・照明、日用品、収納用品、薬品、履

物・衣料、家庭雑貨品、家電、介護用品、フード、酒類）

(3）カー・レジャー　　　　　　（カー用品、ペット用品、文具・事務用品、サイクル・レジャー用品）

(4）その他　　　　　　　　　　（バラエティグッズ、書籍、自動販売機、灯油）

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 販売実績

当事業年度の単一セグメント内の販売実績を商品部門別に示すと、次のとおりであります。

商品部門別
第37期

（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

前年同期比（％）

ホームインプルーブメント

（ＤＩＹ用品）（百万円）
103,464 104.1

ハウスキーピング

（家庭用品）（百万円）
116,158 99.4

カー・レジャー

（カー・レジャー用品）（百万円）
49,576 99.0

その他（百万円） 4,598 84.3

合計（百万円） 273,797 100.7

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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（注）１．地域別売上状況は、次のとおりであります。

地域別

第36期
（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

第37期
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

金額
(百万円)

構成比
(％)

期末店舗数
金額
(百万円)

構成比
(％)

期末店舗数

大阪府 107,634 39.6 89 106,504 38.9 89

京都府 20,394 7.5 19 20,129 7.4 21

兵庫県 36,070 13.3 37 35,125 12.8 37

奈良県 9,205 3.4 13 9,064 3.3 14

和歌山県 11,128 4.1 18 10,918 4.0 18

滋賀県 1,876 0.7 2 2,118 0.8 2

宮城県 1,605 0.6 4 1,966 0.7 5

埼玉県 933 0.3 1 1,144 0.4 2

千葉県 4,801 1.8 1 4,746 1.7 2

東京都 10,662 3.9 6 11,498 4.2 6

神奈川県 21,217 7.8 11 23,799 8.7 13

愛知県 14,246 5.2 14 14,473 5.3 15

三重県 264 0.1 1 254 0.1 1

鳥取県 1,428 0.5 3 1,374 0.5 3

島根県 1,240 0.5 2 1,137 0.4 2

岡山県 2,787 1.0 5 3,372 1.2 7

広島県 6,271 2.3 5 6,330 2.3 6

山口県 1,071 0.4 4 1,050 0.4 4

徳島県 6,740 2.5 12 6,743 2.5 12

香川県 2,209 0.8 4 2,170 0.8 4

愛媛県 4,193 1.5 13 3,986 1.5 13

高知県 2,860 1.1 11 2,985 1.1 11

福岡県 1,762 0.6 2 1,715 0.6 2

長崎県 1,261 0.5 1 1,187 0.4 1

合計 271,868 100.0 278 273,797 100.0 290

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３．上記地域別の店舗は、次のとおりであります。

地域別
第37期

平成26年２月28日現在

当事業年度 開・閉店
（自 平成25年３月１日

至 平成26年２月28日）

大阪府

（コーナン）

都島店、片町店、福島大開店、西九条春日出店、弁天町店、

大正千島店、ＪＲ今宮駅前店、御弊島店、東淀川菅原店、生

野店、関目店、天王寺店、南津守店、東三国店、新大阪セン

イシティー店、内環放出東店、長吉長原店、平野瓜破店、平

野加美北店、堺店、大野芝店、第二阪和鳳店、泉北店、泉北

２号小代店、金岡蔵前店、堺三国ヶ丘店、中もず店、岸和田

三田店、岸和田ベイサイド店、中環蛍ヶ池店、豊中夕日丘

店、豊中島江店、千里山田店、吹田インター青葉丘店、泉大

津店、高槻店、高槻上牧店、高槻城西店、高槻富田丘店、貝

塚東山店、茄子作南店、枚方野村店、茨木店、茨木安威店、

リックス店、八尾楠根店、外環八尾山本店、南植松店、富田

林店、寝屋川仁和寺店、寝屋川昭栄店、東寝屋川店、松原市

役所前店、大東御領店、和泉中央店、箕面今宮店、箕面萱野

店、羽曳野店、羽曳野伊賀店、門真殿島店、門真大橋店、摂

津鳥飼西店、高石富木店、東大阪菱江店、布施駅前店、フレ

スポ東大阪稲田店、外環新石切店、狭山店、りんくう羽倉崎

店

（コーナンプロ）

西九条春日出店、東淀川菅原店、生野店、南津守店、平野

店、堺三宝店、大野芝店、岸和田ベイサイド店、豊中庄本

店、泉大津店、貝塚東山店、茨木店、八尾楠根店、寝屋川仁

和寺店、松原市役所前店、箕面坊島店、羽曳野伊賀店、東大

阪店、東大阪菱江店、りんくう羽倉崎店

（開店）

（コーナン）

高槻富田丘店、大東御領店

（コーナンプロ）八尾楠根店

（閉店）

（コーナン）

中環堺中村店、豊中庄本店、住道店

京都府

（コーナン）

西陣上七軒店、宝ヶ池店、宝ヶ池上高野店、かどの四条外大

前店、伏見大手筋店、六地蔵店、くいな橋店、向日町大原野

店、福知山店、ＪＲ宇治駅北店、亀岡大井店、亀岡篠店、八

幡一ノ坪店、京田辺店、木津店、精華台店

（コーナンプロ）六地蔵店、宇治大久保店、八幡一ノ坪店

（ホームストック）福知山荒河店、宮津店

（開店）

（コーナンプロ）

六地蔵店、八幡一ノ坪店

兵庫県

（コーナン）

魚崎店、灘大石川店、兵庫松原通店、ジェームス山店、名谷

店、小束山店、谷上駅前店、藤原台店、ハーバーランド店、

玉津インター店、今宿店、尼崎道意町店、杭瀬店、魚住店、

武庫川店、西宮今津店、洲本店、伊丹店、ＪＲ中山寺駅前

店、川西西多田店、川西久代店、川西平野店、新三田店、加

西店、篠山店、養父店、氷上ゆめタウン店

（コーナンプロ）新在家店、魚住店、西宮今津店

（ホームストック）

山南店、和田山店、津名店、淡路東浦店、東条店、中町店、

夢前店

──────

奈良県

（コーナン）

三条大路店、学園前登美ヶ丘店、大和高田店、大和高田池尻

店、大和郡山店、大和郡山筒井店、橿原香久山店、生駒店、

香芝旭ヶ丘店、王寺店、吉野大淀店

（コーナンプロ）三条大路店、香芝店

（ホームストック）五條二見店

（開店）

（コーナン）大和高田池尻店
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地域別
第37期

平成26年２月28日現在

当事業年度 開・閉店
（自 平成25年３月１日

至 平成26年２月28日）

和歌山県

（コーナン）

和歌山店、和歌山中之島店、海南店、箕島店、御坊インター

店、田辺店、岩出店

（コーナンプロ）和歌山インター店

（ホームストック）

本宮店、粉河店、かつらぎ店、吉備店、印南店、南部店、白

浜店、上富田店、勝浦店、串本店

──────

滋賀県
（コーナン）草津店

（コーナンプロ）草津店

──────

宮城県

（コーナン）あすと長町店

（コーナンプロ）仙台東インター店、泉松森店、名取店

（ホームストック）石巻店

（開店）

（コーナン）あすと長町店

埼玉県 （コーナン）川口前川店、吉川栄町店
（開店）

（コーナン）川口前川店

千葉県 （コーナン）市川原木店、柏中新宿
（開店）

（コーナン）柏中新宿店

東京都
（コーナン）江東深川店、本羽田萩中店、江戸川中央店、ぐ

りーんうぉーく多摩店、府中四谷店、小平店

──────

神奈川県

（コーナン）

鶴見元宮店、保土ヶ谷星川店、港北ニュータウン店、港北セ

ンター南店、港北インター店、相模原西橋本店、相模原小山

店、鎌倉大船店、厚木下荻野店、湘南藤沢店、中央林間店

（コーナンプロ）港北インター店、厚木下荻野店

（開店）

（コーナン）厚木下荻野店

（コーナンプロ）厚木下荻野店

愛知県

（コーナン）

砂田橋店、名古屋北店、名港木場店、南十番町店、一宮店、

一宮今伊勢店、刈谷井ヶ谷店、小牧店、稲沢ハーモニーラン

ド店、知立店、日進店、知多東浦店

（コーナンプロ）熱田四番町店、一宮店、小牧店

（開店）

（コーナン）名古屋北店

三重県 （ホームストック）鵜殿店 ──────

鳥取県
（コーナン）米子河崎店

（ホームストック）気高店、中山店

──────

島根県
（コーナン）東出雲店

（ホームストック）津和野店

──────

岡山県

（コーナン）高柳店、西大寺店、倉敷北浜店、連島店、鴨方

店

（コーナンプロ）高柳店

（ホームストック）中央店

（開店）

（コーナン）高柳店

（コーナンプロ）高柳店

広島県
（コーナン）宇品店、広島祗園店、中野東店、石内バイパス

店、神辺店、廿日市陽光台店

（開店）

（コーナン）石内バイパス店

山口県
（コーナン）小野田インター店

（ホームストック）秋穂店、美和店、阿武店

──────

徳島県

（コーナン）徳島住吉店、徳島小松島店、阿南中島店、徳島

藍住店

（コーナンプロ）徳島藍住店

（ホームストック）

山川店、吉野店、美馬店、阿波池田店、日和佐店、徳島海南

店、貞光店

──────

香川県
（コーナン）白鳥店、綾川店、多度津店

（ホームストック）詫間店

──────
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地域別
第37期

平成26年２月28日現在

当事業年度 開・閉店
（自 平成25年３月１日

至 平成26年２月28日）

愛媛県

（コーナン）三津浜店

（ホームストック）

北条店、大三島店、伯方店、津島店、宇和島店、土居店、宇

和店、野村店、久万店、松野店、広見店、御荘店

──────

高知県

（コーナン）高知駅前店、須崎店

（ホームストック）

瀬戸南店、室戸店、土佐店、宿毛店、土佐清水店、奈半利

店、芸西店、窪川店、黒潮店

──────

福岡県 （コーナン）めいのはま店、八女店 ──────

長崎県 （コーナン）大塔店 ──────
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３【対処すべき課題】

当社は、小売業界全体の競合激化に対抗し得る経営基盤を確立し、安定した高収益体質の企業となることを目標

としておりますが、そのためには財務体質の改善、在庫増加の抑制及びコンプライアンス意識の徹底と内部管理体

制の強化が重要課題であると認識しております。

(1) コンプライアンス体制の再構築と強化

平成25年９月に当社元取締役について外部より照会があり、同元取締役による不祥事件が発覚しましたが、全容

解明に時間を要したことから平成26年２月期第２四半期の決算発表が遅延するという事態が発生しました。株主、

取引先をはじめ関係者の皆様には、多大なご迷惑とご心配をお掛けしましたことを深くお詫び申し上げます。

当社では、今回の不祥事を受けて、「コンプライアンス体制の再構築と強化」が対処すべき最重要の課題と認識

しており、再発防止に向けた施策に鋭意取り組んでおります。今回の不祥事件の経緯及び発生原因は、以下の

「イ．今回の不祥事件の経緯」、「ロ．発生原因」のとおりであり、当社の実施しました対策及び今後の取組み

は、以下の「ハ．再発防止策」、「ニ．今後の取組み方針」のとおりであります。

 

イ．今回の不祥事件の経緯

平成25年９月に当社元取締役について外部より照会（仕入取引先からの不適正な資金の受領の有無、当社と同元

取締役の関連当事者との取引開始の経緯等）があり、これを受けて当社では内部調査委員会を設置して事実関係の

有無及びその内容の究明に着手しました。その後、同元取締役が実質経営する不動産会社が設立登記される前に当

社が取締役会の承認を得ずに土地の賃借契約を結んだ事実等が報道されたため、これらも調査対象に加えるととも

に、調査の客観性及び信頼性を高めるため、社内調査に加え当社と利害関係のない弁護士による「第三者委員会」

を設置し、事実関係の調査分析を行いました。

その結果、平成25年11月５日付で第三者委員会の調査報告書を受領し、同調査報告書による指摘事項を踏まえ、

平成25年11月15日に過年度の有価証券報告書及び内部統制報告書等の訂正報告書を提出しました。また、同日、平

成26年２月期第２四半期決算短信を公表するとともに平成26年２月期第２四半期報告書を提出しました。

当社では、今回の事態の発生を厳粛に受け止め、代表取締役及び役員の異動を実施（平成25年11月13日付）した

ほか、取締役の経営責任を明確にするため取締役の報酬を減額し、役付役員に係る当期末の役員賞与を全額返上し

ました。また、監査役からは報酬の一部返上の申し出を受け、これを受理しました。このほか、当該元取締役に対

しては、法的措置を講じております。

 

ロ．発生原因

当社では、今回の事態を引き起こした主な原因は次のとおりであると認識しております。

（イ）業務分掌・職務権限が目的とする相互牽制による統制が形骸化していたこと。

（ロ）当該元取締役が当社前社長の有する権限を笠に着て、権限を集中していったこと。

（ハ）取締役、監査役による監視・牽制機能が十分に働かなかったこと。

（ニ）社内のコンプライアンスに対する理解や意識が十分でなかったこと。

（ホ）内部通報制度が有効に機能していなかったこと。

 

ハ．再発防止策

上記の発生原因の（イ）、（ロ）、（ハ）については、ａ．組織体制の見直し、ｂ．役員構成の見直し、ｃ．社

内規程等の見直しという各面から再発防止策を講じております。また、（ニ）についてはｄ．意識改革、（ホ）に

ついてはｅ．内部通報制度の充実という対策を講じております。

ａ．組織体制の見直し

組織体制面では、平成25年12月２日付で海外商品及び国内商品の仕入や不動産開発の統括機能と内部監査部

（同日付で内部監査室を改組しました。）の統括機能を明確に分離して、社長への権限集中を排除しました。

新組織では、社長は内部監査部を直接統括する一方で、他の分野については６つの本部を設置し、６人の取締

役が本部長として統括する体制に変更し社長への権限集中を排除するとともに、相互牽制・監視システムが有

効に機能する組織に改編しました。

ｂ．役員構成の見直し

役員構成面では、取締役の業務執行に対する監督機能の強化、経営の透明性の向上を図り、強固なコーポ

レート・ガバナンス体制を構築するため、社外取締役１名を選任することとしました。これにより社外役員

は、社外取締役１名、社外監査役３名となりました。
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ｃ．社内規程等の見直し

社内規程等については、平成25年12月９日付で社長をプロジェクトリーダーとし関係部署の責任者をメン

バーとするプロジェクトを立ち上げ、権限集中の排除、業務分掌・職務権限の明確化、相互牽制体制の強化等

を目的に社内規程・マニュアル類の見直し、整備を行いました。

ｄ．意識改革

意識改革については、平成25年12月16日付でコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス関係の規

程類の見直し、整備を行うとともに、役員向け及び本部社員・店長向けのコンプライアンス研修を実施しまし

た。

ｅ．内部通報制度の充実

内部通報制度については、社内の通報窓口のみでは十分に機能を発揮できないことから、既存の通報窓口及

び相談窓口に加え、当社の顧問法律事務所に新たに通報窓口を設置し社内に周知しました。

 

ニ．今後の取組み方針

当社では、「企業倫理や法令・社会的ルールを遵守し、誠実かつ公正な企業活動を行うこと」を企業行動指針の

中で定めております。これを実現するため、今後とも組織体制や社内規程等の見直し、取引先との取引内容の確

認・検証等を行うとともに、内部通報制度の的確な運用、社内研修制度の充実を通じて、コンプライアンス意識の

周知・徹底、内部管理体制の強化、経営の透明性向上に努めてまいります。

 

(2) 商品輸入業務に係る法令遵守体制の再構築と強化

当社が輸入事業者として輸入及び販売した電気用品について、電気用品安全法が規定する商品の安全性に係る義

務を果たしていない商品があることが判明しましたので、当該商品を自主回収することといたしました。これに伴

い、今後の自主回収に係る費用を引当金として計上したことにより、平成26年５月２日に平成26年２月期決算短信

を修正するという事態が発生しました。株主、取引先をはじめ関係者の皆様には、多大なご迷惑とご心配をお掛け

しましたことを深くお詫び申し上げます。

当社では、この事態を受けて、「商品輸入業務に係る法令遵守体制の再構築と強化」も対処すべき最重要の課題

の一つと認識しており、再発防止に向けた施策に鋭意取り組んでおります。本件の経緯及び発生原因は、以下の

「イ．経緯」、「ロ．発生原因」のとおりであり、当社の実施しました対策及び今後の取組みは、以下の「ハ．再

発防止策」、「ニ．今後の取組み方針」のとおりであります。

 

イ．経緯

当社では、上記(1)の不祥事件を踏まえた再発防止策の一環として、新体制の下で社内の法令遵守状況や商品の

品質管理状況の点検等を行っておりましたが、その過程で当社が輸入及び販売している電気用品に関して、電気用

品安全法が規定する輸入事業者の義務を果たしていない電気用品があることが判明いたしました。このため、電気

用品の安全性に係る法令上の義務を果たしていない商品について自主回収を行うことを決定いたしました。

当社では、この事態の重要性を厳粛に受け止め、取締役の経営責任を明確にするため、取締役の報酬を減額し、

役付役員に係る第38期末の役員賞与を全額返上することといたしました。また、監査役からは報酬の一部返上の申

し出を受け、これを受理しました。

 

ロ．発生原因

当社では、この事態を引き起こした主な原因は次のとおりであると認識しております。

（イ）コンプライアンス意識及びガバナンスが欠如していたこと。

（ロ）電気用品安全法の手続のチェックシステムが不十分であったこと。

（ハ）海外商品の開発推進が至上命題とされていたこと。

（ニ）品質保証室の人員が不足していたこと。

（ホ）規制法規遵守に関する責任と権限の所在が不明確であったこと。

 

ハ．再発防止策

上記の発生原因については、ａ．販売停止・自主回収、ｂ．輸入業務の改善、ｃ．商品の安全性に関する管理体

制の整備という各面から再発防止策を講じております。

ａ．販売停止・自主回収

電気用品安全法の定める商品の安全性に係る義務を果たしていない電気用品については、すでに販売を停止

しており、過去に販売した商品については自主回収を行っております。

EDINET提出書類

コーナン商事株式会社(E03273)

有価証券報告書

12/80



ｂ．輸入業務の改善

海外商品の輸入契約の決裁に際しては、電気用品安全法その他法令が遵守されていることを証する書類の具

備を品質保証室がチェックし、品質保証室の確認がない限り、輸入できない仕組みを構築しました。

ｃ．商品の安全性に関する管理体制の整備

商品の安全性に関する規制への取組み体制や製品事故情報等商品の安全性に関する事項が取締役会に伝わる

仕組みが制度的に担保されていなかったため、商品の安全性に関する事項で特にコンプライアンスにかかわる

事項は取締役会における報告・議論の対象としました。

 

ニ．今後の取組み方針

当社では、「企業倫理や法令・社会的ルールを遵守し、誠実かつ公正な企業活動を行うこと」を企業行動指針の

中で定めております。これを実現するため、輸入業務の改善、商品の安全性に関する管理体制の整備等を行うとと

もに、コンプライアンス意識の周知・徹底、内部管理体制の強化に努めてまいります。

 

(3) 財務体質の改善

当社では、財務体質の改善を重要な課題として認識し、毎期自己資本比率を向上させることを経営目標に掲げ、

自己資本比率の改善に取り組んでおります。中期的な経営戦略として新規出店は継続して行う方針ですが、営業

キャッシュ・フローとバランスのとれた設備投資を心掛け、有利子負債を抑制するように努めてまいります。

 

(4) 在庫増加の抑制

当社では、収益力強化のためＰＢ商品の販売拡大に積極的に取組んでおります。ＰＢ商品の販売拡大に伴い必要

な在庫規模も増加しておりますが、商品回転率の維持・向上が重要な課題と認識しております。仕入・販売・在庫

計画の精緻化や在庫コントロールの強化を通じて、在庫の抑制、商品回転率の向上に努めてまいります。

４【事業等のリスク】

事業等のリスクについての記載は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

(1) 過剰在庫によるリスク

当社では収益力強化のためＰＢ商品の販売拡大に積極的に取組んでおりますが、これに伴い在庫の増加や商品回

転率低下のリスクを抱えております。仕入・販売・在庫計画の精緻化や在庫コントロールの強化により、在庫の抑

制、商品回転率の向上に努めておりますが、販売の予期せぬ変動により在庫が過剰となり、その削減が進まなけれ

ば廃棄処分や評価損の計上が必要となり、業績に影響を与える可能性があります。

(2) 金利変動によるリスク

当社は、設備投資資金を金融機関からの借入金等により調達しており、有利子負債への依存度が高い水準にあり

ます。営業キャッシュ・フローとバランスのとれた設備投資を心掛け、有利子負債を抑制するように努めてまいり

ますが、将来の金利情勢の変動が業績に影響を与える可能性があります。

(3) 出店に関する法規制等によるリスク

当社は、企業規模の拡大により経営基盤の確立を図るため、新規出店投資を継続して行う方針ですが、出店に関

する法規制の変更等により、出店計画の変更・延期もしくは撤回といった事態が生じて、予定通りの出店ができな

くなり、業績に影響を与える可能性があります。

(4) 天候要因によるリスク

当社の取扱商品の中には季節性の強い商品が含まれており、冷夏や暖冬及び長雨等の天候不順によって、季節商

品の販売動向が大きく変動することがあります。こうした事態が生じた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。
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(5) 為替変動によるリスク

当社は海外商品の輸入取引及び為替取引を直接行っております。為替変動によるリスクに対しては為替予約等に

よりリスクの軽減に努めてまいりますが、為替相場の動向によっては仕入価格が変動する他、為替差損益が発生

し、業績に影響を与える可能性があります。

(6) 市場競合状況及び店舗開店・閉鎖に伴うリスク

当社は関西地区を主な経営基盤としておりますが、関西地区に次ぐ重要商圏として関東地区にも出店を続けてお

ります。一方で、同業他社の出店攻勢に対抗するため、既存商圏における新規出店、既存店の活性化、不採算店の

閉店も並行して行っております。

市場競合状況が厳しくなり、店舗の収益性が悪化する場合、もしくは店舗閉鎖に伴い多額の損失が発生する場合

には、業績に影響を与える可能性があります。また、新規出店に関しても、市場競合状況の変化の他、地権者及び

家主との契約、法規制等の影響などで出店時期が遅れる場合や計画変更を余儀なくされる場合、もしくは出店コス

トが増加する場合があり、業績に影響を与える可能性があります。

(7) 減損損失のリスク

当社は平成19年２月期より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用し、各事業年度において所要額を減損損失

として計上しております。店舗の収益状況及び不動産の価格動向等によっては、多額の減損損失を計上することが

必要となり、業績に影響を与える可能性があります。

(8) コンプライアンスに関するリスク

当社では企業の社会的責任を重視し、コンプライアンス意識の向上に努めております。しかし、役職員が法令そ

の他諸規則等を遵守できなかった場合、法的な検討が不十分であった場合又は予防策が効果を発揮せず役職員によ

る不正行為が行われた場合には、業績に影響を与える可能性があります。

当社では、当事業年度において当社元取締役による不祥事件及び電気用品安全法のが規定する商品の安全性に係

る義務を果たしていない商品があることが発覚したため、コンプライアンスの重要性を再認識し、再発防止に向け

て全役職員へコンプライアンス意識の徹底を図るための施策に取り組んでおります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 当事業年度の経営成績の分析

既存店売上高は前期比2.8％減と落ち込みましたが、新店１５店舗の出店により全体では前期比0.7％の増加と

なりました。商品部門別にみると、ホームインプルーブメント部門では木材・建材、塗料・作業用品をはじめ全

般的に堅調に推移しました。一方、ハウスキーピング部門では日用品、履物・衣料等が堅調に推移したものの、

インテリア用品、家電等は低調であり総じて伸び悩みました。また、カー・レジャー部門もペット用品等が堅調

であったものの、文具・事務用品等は低調に推移しました。

売上総利益率は円安による輸入商品の仕入価格上昇などにより35.9％となり、前期比0.4ポイント低下しまし

た。そのため売上高は増加したものの売上総利益は前期比0.5％減少し98,157百万円となりました。

売上総利益が525百万円減少した一方、販売費及び一般管理費は4,031百万円の増加となったこと等から、営業

利益は4,345百万円減少し、11,990百万円（前期比26.6％減）となりました。

販売費及び一般管理費は4,031百万円増加し、99,507百万円（前期比4.2％増）となりました。新規出店等に伴

い、人件費が1,244百万円（前期比4.5％増）、減価償却費が792百万円（前期比11.0％増）、水道光熱費が564百

万円（前期比13.7％増）増加したことなどによります。

経常利益は4,049百万円減少し、10,251百万円（前期比28.3％減）となりました。経常利益率は3.7％で、前期

比1.6ポイント低下しました。

当期純利益については、当社が輸入事業者として輸入及び販売していた電気用品について電気用品安全法が規

定する商品の安全性に係る義務を果たしていない商品があることが判明し、当該商品を自主回収することとした

ことに伴い、今後の自主回収に係る費用を商品自主回収関連損失引当金繰入額として7,434百万円計上したこと

により、6,408百万円減少し、1,190百万円（前期比84.3％減）となりました。

(2) 当事業年度の財政状態の分析

流動資産は前期末比3,776百万円増加し80,573百万円となりました。その主な要因は現金及び預金の増加1,043

百万円及び商品及び製品の増加2,025百万円によります。

固定資産は前期末比14,354百万円増加し190,435百万円となりました。その主な要因は建物の増加11,244百万

円及びリース資産の増加2,455百万円によります。

流動負債は前期末比5,605百万円増加し76,504百万円となりました。その主な要因は買掛金の増加1,752百万円

及び短期借入金の増加6,000百万円によります。

固定負債は前期末比12,472百万円増加し111,258百万円となりました。その主な要因は長期借入金の増加4,951

百万円、リース債務の増加2,443百万円及び商品自主回収関連損失引当金の増加7,434百万円によるものです。

純資産は当期純利益1,190百万円等により前期末比53百万円増加し83,246百万円となりました。自己資本比率

は30.7％となり、前期末比2.2ポイント低下しました。

(3) キャッシュ・フローの分析

当社の資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より1,310百万円多い12,219百万円

の収入となっております。これは、仕入債務の増加額が4,468百万円増加したことによります。

投資活動によるキャッシュ・フローでは前事業年度より4,488百万円多い18,696百万円の支出となっておりま

す。これは、有形固定資産の取得による支出が6,469百万円増加したことによります。

財務活動によるキャッシュ・フローでは前事業年度より3,635百万円多い7,520百万円の収入となっておりま

す。これは、金融機関からの借入金の純増加額が4,685百万円増加したことによります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当期においてホームセンター１０店舗、プロショップ５店舗を出店しました。

当期の投資総額は24,256百万円で、そのうち新店投資額は12,713百万円、先行投資2,190百万円であります。なお

当該金額には、有形固定資産（リース資産を含む。）の他、無形固定資産、差入保証金及び長期前払費用を含んでお

ります。

２【主要な設備の状況】

当社は、国内に２９０ヶ所の店舗と流通センター８ヶ所を運営しており、そのうち主要な設備は以下のとおりであ

ります。

  平成26年２月28日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業
員数
(人)

建物
（百万円）

構築物
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)
[賃借面積]

リース資
産
（百万円）

差入保証
金
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社

（堺市西区）

統括業務施設、

教育福利厚生施

設及び賃貸設備

3,354 79

2,828

(25,380)

[206,304]

－ 4,612 958 11,834
353

[159]

コーナン泉北店他

８８店舗

（大阪府）

店舗及び賃貸

設備
20,926 1,288

16,290

(82,240)

[697,403]

2,518 16,131 3,191 60,345
815

[2,721]

コーナン宝ヶ池店他

２０店舗

（京都府）

店舗及び賃貸

設備
4,934 350

851

(3,612)

[152,821]

160 1,682 501 8,482
146

[477]

コーナン灘大石川店他

３６店舗

（兵庫県）

店舗及び賃貸

設備
8,625 537

1,255

(9,503)

[311,173]

－ 5,981 978 17,377
276

[905]

コーナン三条大路店他

１３店舗

（奈良県）

店舗及び賃貸

設備
2,265 225

1,566

(16,789)

[133,100]

1,534 1,079 382 7,054
84

[279]

コーナン和歌山店他

１７店舗

（和歌山県）

店舗及び賃貸

設備
3,991 333

1,751

(15,567)

[148,294]

－ 483 338 6,897
91

[311]

コーナン草津店他

１店舗

（滋賀県）

店舗及び賃貸

設備
1,367 52

－

(－)

[51,314]

－ 189 31 1,640
19

[55]

コーナンプロ仙台東イン

ター店他４店舗

（宮城県）

店舗 147 14

－

(－)

[－]

528 625 204 1,520
33

[66]

コーナン吉川栄町店他１店

舗

（埼玉県）

店舗 797 49

－

(－)

[5,358]

－ 174 94 1,115
19

[52]

コーナン市川原木店他１店

舗

（千葉県）

店舗及び賃貸

設備
1,131 150

54

(1,921)

[2,104]

－ 470 69 1,875
39

[146]

コーナン本羽田萩中店他

５店舗

(東京都）

店舗及び賃貸

設備
2,037 126

－

(－)

[19,283]

3,381 4,122 264 9,932
85

[280]

コーナン保土ヶ谷星川店他

１２店舗

（神奈川県）

店舗及び賃貸

設備
4,999 319

214

(1,035)

[79,487]

3,125 5,044 1,244 14,947
182

[545]

コーナン一宮店他

１４店舗

（愛知県）

店舗及び賃貸

設備
3,518 313

－

(－)

[231,757]

－ 2,246 539 6,617
110

[336]

ホームストック鵜殿店

（三重県）
店舗 29 5

－

(－)

[3,400]

－ 2 2 40
3

[5]
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  平成26年２月28日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業
員数
(人)

建物
（百万円）

構築物
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)
[賃借面積]

リース資
産
（百万円）

差入保証
金
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

コーナン米子河崎店他

２店舗

（鳥取県）

店舗 332 48

－

(－)

[34,269]

－ 48 33 463
14

[37]

コーナン東出雲店他

１店舗

（島根県）

店舗及び賃貸

設備
262 28

－

(－)

[37,232]

－ 54 15 361
11

[35]

コーナン倉敷北浜店他

６店舗

（岡山県）

店舗 1,771 102

－

(－)

[32,641]

－ 821 178 2,873
36

[129]

コーナン宇品店他

５店舗

（広島県）

店舗及び賃貸

設備
3,777 363

－

(－)

[106,994]

－ 969 544 5,654
55

[195]

コーナン小野田インター店

他３店舗

（山口県）

店舗 361 20

－

(－)

[37,762]

－ 45 7 435
13

[35]

コーナン徳島藍住店他

１１店舗

（徳島県）

店舗及び賃貸

設備
2,469 298

－

(－)

[155,732]

－ 355 521 3,644
59

[168]

コーナン白鳥店他

３店舗

（香川県）

店舗及び賃貸

設備
765 52

－

(－)

[102,713]

－ 124 43 986
18

[63]

コーナン三津浜店他

１２店舗

（愛媛県）

店舗 767 96

－

(－)

[44,988]

－ 405 151 1,421
40

[118]

ホームストック窪川店他

１０店舗

（高知県）

店舗 1,022 96

－

(－)

[38,825]

－ 111 83 1,314
30

[90]

コーナンめいのはま店他

１店舗

（福岡県）

店舗及び賃貸

設備
816 35

－

(－)

[46,314]

－ 169 46 1,068
15

[61]

コーナン大塔店

（長崎県）

店舗及び賃貸

設備
549 43

954

(28,973)

[－]

 
－

1 30 1,579
8

[32]

流通センター８ヶ所

(大阪府、兵庫県、京都府、

神奈川県、愛知県、広島

県、福岡県)

流通センター 10,226 353

3,450

(39,188)

[276,905]

－ 822 977 15,829
68

[233]

（注）１．合計金額は、建設仮勘定を除く有形固定資産に加え、長期前払費用、差入保証金、借地権、ソフトウェアの

帳簿価額を表示しております。また、長期前払費用には一年基準による前払費用への振替額を含めておりま

す。

２．その他の内訳は、機械及び装置755百万円、車両運搬具162百万円、工具、器具及び備品2,997百万円、借地

権3,715百万円、ソフトウェア395百万円、長期前払費用3,406百万円であります。

３．土地の（　）内の数字は当社所有土地の面積を表示し、［　］内の数字は賃借土地の面積を外数で表示して

おります。

４．従業員数には、使用人兼務役員、嘱託および社外への出向社員は含まれておりません。また、[　]はパート

タイマー・アルバイトの期末人数を８時間換算で外書きしております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備投資については、出店戦略と投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

事業所名(仮称)
（所在地）

設備の
内容

事業投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
予定売場
面積(㎡)

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

コーナン岡山駅北店

（岡山市北区）
店舗新設 670 258

自己資金及び

借入金

平成25年

10月

平成26年

３月
4,460

コーナン松阪塚本店

（三重県松阪市）
店舗新設 950 407

自己資金及び

借入金

平成25年

９月

平成26年

４月
6,010

コーナン久御山南店

（京都府久世郡）
店舗新設 1,120 420

自己資金及び

借入金

平成25年

９月

平成26年

４月
5,530

コーナン南光台東店

（仙台市泉区）
店舗新設 480 293

自己資金及び

借入金

平成25年

７月

平成26年

４月
5,450

コーナン吹田吹東店

（大阪府吹田市）
店舗新設 950 180

自己資金及び

借入金

平成25年

12月

平成26年

上半期
3,240

コーナン福岡新宮店

（福岡県糟屋郡）
店舗新設 320 108

自己資金及び

借入金

平成26年

上半期

平成26年

上半期
5,000

コーナン生駒安堵町店

（奈良県生駒郡）
店舗新設 770 50

自己資金及び

借入金

平成26年

３月

平成26年

下半期
4,860

コーナン川崎小田栄店

（川崎市川崎区）
店舗新設 3,000 408

自己資金及び

借入金

平成25年

12月

平成26年

下半期
6,670

コーナンつくば葛城店

（茨城県つくば市）
店舗新設 1,130 44

自己資金及び

借入金

平成26年

２月

平成26年

下半期
6,190

コーナン和田山店

（兵庫県朝来市）
店舗新設 1,170 102

自己資金及び

借入金

平成26年

上半期

平成26年

下半期
6,000

コーナン千葉野田店

（千葉県野田市）
店舗新設 1,040 －

自己資金及び

借入金

平成26年

上半期

平成26年

下半期
7,680

コーナン羽曳野西浦店

（大阪府羽曳野市）
店舗新設 1,880 78

自己資金及び

借入金

平成26年

下半期

平成26年

下半期
6,290

コーナン千葉流山店

（千葉県流山市）
店舗新設 3,180 232

自己資金及び

借入金

平成26年

３月

平成26年

下半期
6,270

コーナンプロ多賀城八幡店

（宮城県多賀城市）
店舗新設 600 186

自己資金及び

借入金

平成25年

７月

平成26年

３月
1,980

コーナンプロ松阪塚本店

（三重県松阪市）
店舗新設 550 －

自己資金及び

借入金

平成25年

９月

平成26年

４月
3,940

コーナンプロ福岡新宮店

（福岡県糟屋郡）
店舗新設 50 －

自己資金及び

借入金

平成26年

上半期

平成26年

上半期
3,080

コーナンプロ川崎小田栄店

（川崎市川崎区）
店舗新設 1,050 －

自己資金及び

借入金

平成25年

12月

平成26年

下半期
2,490

　（注）１．投資予定金額には、リース資産、借地権、差入保証金が含まれております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成26年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年５月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,682,113 34,682,113
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100

株であります。

計 34,682,113 34,682,113 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年５月26日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成26年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成26年４月30日）

新株予約権の数（個） 929 929

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）

（注）１．
92,900 92,900

新株予約権の行使時の払込金額（円）

（注）２．
1 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年６月１日

至　平成37年５月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）
― ―

新株予約権の行使の条件

・対象者は新株予約権を割当てられ

た時に就任していた当社の役員を

退任した時に限り、新株予約権を

行使することができる。但し、こ

の場合、対象者は、対象者が上記

の役員を辞任した日の翌日から当

該権利行使開始日より10日を経過

する日までの間に限り、新株予約

権を行使できる。

・対象者が死亡した場合、対象者の

相続人のうち、対象者の配偶者、

子、１親等の直系尊属に限り新株

予約権を行使することができる。

但し、相続人は、当該役員が死亡

退任した日の翌日から３ヶ月を経

過する日までの間に限り、新株予

約権を行使できる。

・なお、その他の権利行使の条件

は、株主総会決議及び取締役会決

議に基づき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契約の

定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡、質入れその他の処分は

認めない。
同左

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
該当事項はありません。 同左

（注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整される。な

お、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式につ

いてのみ行われる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の割合（調整後生じる１株未満の端株は切り捨てる。)

また、上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他の組織変更を行

う場合等においては、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整される。
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２．新株予約権発行日後に、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年２月７日

（注）１
3,000,000 30,541,240 1,662 15,659 1,662 15,894

平成20年２月27日

（注）２
450,000 30,991,240 249 15,909 249 16,143

平成24年２月29日

（注）３
3,690,873 34,682,113 1,749 17,658 1,749 17,893

（注）１．有償一般募集　　　　　　　　　　　　　　　3,000,000株

発行価格　　1,108.09円

資本組入額　 554.045円

２．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）　450,000株

発行価格　　1,108.09円

資本組入額　 554.045円

割当先　　　新光証券㈱

３．新株予約権の権利行使による増加

（平成23年３月１日～平成23年11月30日）   3,690,873株
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（６）【所有者別状況】

平成26年２月28日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 35 26 252 167 28 25,245 25,753 －

所有株式数

（単元）
－ 50,748 1,311 30,459 55,968 152 207,381 346,019 80,213

所有株式数の

割合（％）
－ 14.67 0.38 8.80 16.18 0.04 59.93 100.00 －

（注）１．自己株式81,150株は「個人その他」に811単元及び「単元未満株式の状況」に50株を含めて記載しておりま

す。なお、自己株式81,150株は株主名簿記載上の株式数であり、平成26年２月28日現在の実保有株式数は

80,985株であります。

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ14

単元及び17株含まれております。

（７）【大株主の状況】
 

  平成26年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
　　（％）

疋田　耕造 堺市東区 3,255 9.39

港南株式会社 堺市西区鳳東町４丁401番地１ 1,890 5.45

疋田　直太郎 堺市東区 1,792 5.17

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,304 3.76

コーナン商事取引先持株会 堺市西区鳳東町６丁637番地１ 1,118 3.22

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 703 2.03

ＴＨＥ　ＣＨＡＳＥ　ＭＡＮＨＡ

ＴＴＡＮ　ＢＡＮＫ，　Ｎ．

Ａ．　ＬＯＮＤＯＮ　ＳＥＣＳ　

ＬＥＮＤＩＮＧ　ＯＭＮＩＢＵ

Ｓ　ＡＣＣＯＵＮＴ

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

505 1.46

ＣＲＥＤＩＴ　ＳＵＩＳＳＥ　Ａ

Ｇ　ＺＵＲＩＣＨ

（常任代理人　株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行決済事業部）

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O. BOX 600 CH-

8070 ZURICH SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

446 1.29

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 415 1.20

ＳＩＸ　ＳＩＳ　ＬＴＤ．

（常任代理人　株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行決済事業部）

BASLERSTRASSE 100, CH-4600 OLTEN

SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

360 1.04

計 － 11,793 34.01

（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　2,008千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　415千株
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 80,900 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,521,000 345,210 ―

単元未満株式 普通株式 80,213 ― ―

発行済株式総数 34,682,113 ― ―

総株主の議決権 ― 345,210 ―

（注）　「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株含まれております。

②【自己株式等】

平成26年２月28日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

コーナン商事株式

会社

堺市西区鳳東町４

丁401番地１
80,900 － 80,900 0.23

計 － 80,900 － 80,900 0.23

（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が165株あります。な

お、当該株式数は①発行済株式の「完全議決権株式（その他）」と「単元未満株式」の株式数にそれぞれ100

株と65株含まれております。
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基

づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は次のとおりであります。

（平成17年５月26日定時株主総会決議）

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法により、平成17年５月26日第28

期定時株主総会終結の時に在任する当社取締役および監査役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行す

ることを、平成17年５月26日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年５月26日

付与対象者の区分及び人数
平成17年５月26日第28期定時株主総会終結時に在任する

取締役14名および監査役１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）（注）１． 92,900

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２． 1

新株予約権の行使期間 平成17年６月１日から平成37年５月31日まで

新株予約権の行使の条件

・対象者は新株予約権を割当てられた時に就任していた

当社の役員を退任した時に限り、新株予約権を行使す

ることができる。但し、この場合、対象者は、対象者

が上記の役員を辞任した日の翌日から当該権利行使開

始日より10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使できる。

・対象者が死亡した場合、対象者の相続人のうち、対象

者の配偶者、子、１親等の直系尊属に限り新株予約権

を行使することができる。但し、相続人は、当該役員

が死亡退任した日の翌日から３ヶ月を経過する日まで

の間に限り、新株予約権を行使できる。

・なお、その他の権利行使の条件は、株主総会決議およ

び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結

した新株予約権割当契約の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入れその他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 該当事項はありません。

（注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整される。

なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式

についてのみ行われる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の割合（調整後生じる１株未満の端株は切り捨てる。)

また、上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他の組織変更を

行う場合等においては、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整される。

２．新株予約権発行日後に、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

３．平成17年7月15日付、常務取締役執行役員池田正博氏の取締役辞任、平成18年５月25日付、常務取締役執行

役員柿崎靖文氏、取締役執行役員西田準氏、吉野淳二氏、塚脇慎一郎氏、池山允敏氏の取締役退任、平成18

年12月15日付、常務取締役執行役員高橋晴康氏の取締役辞任、平成19年７月25日付、常務取締役執行役員稲

垣忠氏の取締役辞任、平成19年８月31日付、専務取締役執行役員髙橋一夫氏の取締役辞任、平成22年5月27

日付、常務取締役伊崎弘昭氏の取締役退任、平成23年5月26日付、常務取締役小坂文則氏の取締役退任、監

査役藤木秀保氏の監査役退任に伴い、付与対象者は取締役3名となっております。
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２【自己株式の取得等の状況】
 
【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価格の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 623 668,243

当期間における取得自己株式 93 97,128

（注）当期間における取得自己株式には、平成26年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他（注）１． － － 80 82,160

保有自己株式数 80,985 － 80,998 －

（注）１．当期間の内訳は、単元未満株式の売渡請求による売渡であります。

２．当期間における処理自己株式数及び保有自己株式数には、平成26年５月１日からこの有価証券報告書提出日

までの単元未満株式の買取り及び売渡しによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

当社は、積極的に適正な利益配分を行うことは、社会への還元とも併せ企業経営の重要な課題であると認識してお

り、利益水準を勘案した安定配当を継続して行うことを基本方針としております。

当社は、「取締役会の決議により、毎年８月末日の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、中間配

当を行うことができる。」旨を定款に定めており、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方

針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、当期は１株当たり３２円（うち中間配当１６円）の配当を

行うことを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は、93.0％となりました。

内部留保資金の使途につきましては、企業規模の拡大により経営基盤の確立を図るために必要な設備投資資金に充

当しつつ、経営体質の充実強化を図り、資本効率の向上に努めてまいります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成25年11月15日

取締役会決議
553 16

平成26年５月29日

定時株主総会決議
553 16
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月

最高（円） 1,183 1,238 1,623 1,322 1,300

最低（円） 789 872 900 881 1,005

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年９月 10月 11月 12月 平成26年１月 ２月

最高（円） 1,098 1,081 1,068 1,087 1,116 1,076

最低（円） 1,044 1,005 1,013 1,025 1,069 1,010

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
 疋田　直太郎 昭和31年10月９日生

 
昭和54年４月当社入社

昭和62年４月取締役店舗運営部長

昭和63年４月株式会社泉北サービス代表取締役社長

平成元年４月当社常務取締役事業本部長

平成３年３月取締役副社長

平成５年３月取締役副社長開発本部長

平成６年７月取締役副社長経営企画室長

平成11年12月大阪エイチシー株式会社代表取締役社

長(現)

平成12年11月当社取締役副社長営業本部長(兼)海外

商品部長

平成13年12月取締役副社長営業統轄

平成14年５月代表取締役副社長営業統轄

平成15年１月代表取締役副社長

平成18年２月代表取締役副社長第２営業統轄

平成18年５月代表取締役副社長第２営業統轄(兼)リ

フォーム事業部長

平成19年９月コーナンロジスティックス株式会社代

表取締役社長(現)

平成20年５月当社代表取締役副社長第２営業統轄

平成25年11月当社代表取締役社長第１営業統轄(兼)

第２営業統轄

平成25年12月当社代表取締役社長(現任)
 

１年 1,792

常務取締役

上席執行役員

管理本部長(兼)

総合企画部長
宮永　俊一郎 昭和30年３月８日生

 
昭和54年４月株式会社日本興業銀行(現株式会社み

ずほ銀行)入行

平成20年３月当社出向

平成21年６月当社転籍　執行役員経営企画グループ

マネージャー(兼)ＩＲ広報室長

平成22年５月上席執行役員経営企画部長(兼)ＩＲ広

報室長

平成23年５月取締役・上席執行役員経営企画部長

(兼)ＩＲ広報室長

平成26年５月常務取締役・上席執行役員管理本部長

(兼)総合企画部長(現任)
 

１年 5

常務取締役

上席執行役員
社長室長 加藤　高明 昭和36年２月15日生

 
昭和59年４月株式会社住友銀行（現株式会社三井住

友銀行）入行

平成24年４月同行難波法人営業第一部長

平成26年５月当社出向　顧問

平成26年５月当社転籍　常務取締役・上席執行役員

社長室長(現任)
 

１年 －

取締役

上席執行役員
第１営業本部長 田上　計美 昭和34年４月20日生

 
昭和58年３月当社入社

平成18年２月執行役員ホームセンター事業部第２営

業部長

平成20年５月取締役・執行役員ホームセンター事業

部長

平成22年５月取締役・上席執行役員ホームセンター

事業部長

平成25年12月取締役・上席執行役員第１営業本部長

(現任)
  

１年 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

上席執行役員
商品開発本部長 田中　美博 昭和41年５月13日生

 
昭和60年３月

平成22年５月

当社入社

上席執行役員ホームストック事業部長

平成22年12月上席執行役員ホームストック事業部長

(兼)アグリビジネス部長

平成23年５月取締役・上席執行役員ホームストック

事業部長(兼)アグリビジネス部長

平成23年７月取締役・上席執行役員ホームストック

事業部長

平成24年１月取締役・上席執行役員開発部長

平成25年12月取締役・上席執行役員開発本部長

平成26年５月取締役・上席執行役員商品開発本部長

(現任)
 

１年 0

取締役

上席執行役員

人事総務システ

ム部長(兼)総務

部長

榊枝　守 昭和29年２月18日生

 
昭和54年11月株式会社ケーヨー入社

平成16年11月株式会社服部コーワホールディング入

社

平成17年２月当社入社

平成22年５月執行役員商品企画部長

平成23年５月取締役・上席執行役員商品企画部長

平成24年４月取締役・上席執行役員カスタマーサ

ポート部長(兼)品質保証室長

平成25年12月取締役・上席執行役員人事総務本部長

平成26年５月取締役・上席執行役員人事総務システ

ム部長(兼)総務部長(現任)
 

１年 1

取締役

上席執行役員
第２営業本部長 竹内　栄吾 昭和43年２月21日生

 
昭和61年３月当社入社

平成13年４月新業態開発グループマネージャー

平成17年４月ＰＲＯ事業部長

平成18年４月執行役員ＰＲＯ事業部長

平成23年５月上席執行役員ＰＲＯ事業部長

平成24年５月取締役・上席執行役員ＰＲＯ事業部長

平成25年12月取締役・上席執行役員第２営業本部長

(現任)
 

１年 0

取締役

上席執行役員
商品統括本部長 山西　正氣 昭和21年３月17日生

 
昭和43年４月伊藤忠燃料株式会社（現伊藤忠エネク

ス株式会社）入社

平成20年５月伊藤忠エネクス株式会社取締役(兼)

コーナンフリート株式会社（現エネク

スフリート株式会社）顧問

平成20年９月コーナンフリート株式会社（現エネク

スフリート株式会社）代表取締役社長

平成22年９月当社入社

平成26年４月執行役員商品本部長(兼)商品開発部長

平成26年５月取締役・上席執行役員商品統括本部長

(現任)
 

１年 －

取締役  田端　晃 昭和34年３月21日生

 
平成４年４月弁護士登録

大江橋法律事務所(現弁護士法人大江

橋法律事務所)入所

平成10年４月田端晃弁護士事務所(現弁護士法人田

端綜合法律事務所)開業(現)

平成12年６月エレコム株式会社監査役(現)

平成22年９月株式会社ＥＣＣ監査役(現)

平成26年５月当社取締役(現任)
 

１年 －

監査役

（常勤）
 小坂　文則 昭和23年３月12日生

 
昭和59年12月株式会社コメリ入社

平成７年１月当社入社

平成10年５月取締役増改築工事部長(兼)商品１部長

平成19年５月常務取締役・執行役員海外商品部長

(兼)物流部長

平成22年５月常務取締役・上席執行役員海外商品部

長

平成23年５月常勤監査役(現任)
 

４年 6
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤）
 西田　英治 昭和31年12月９日生

 
昭和62年４月株式会社ＮＢＣ総合経営研究所入社

平成６年７月当社入社

平成21年５月資産管理グループマネージャー

平成26年５月常勤監査役(現任)
 

４年 －

監査役  窪山　剛泰 昭和19年７月26日生

 
昭和60年８月コトブキ石油株式会社代表取締役

昭和62年２月株式会社サンセキ代表取締役

平成８年４月港南株式会社代表取締役

平成14年５月当社監査役(現任)

平成21年６月株式会社ケー・アンド・ケー代表取締

役
 

４年 101

監査役  吉塚　健 昭和19年６月６日生

 
昭和40年３月大阪国税局入局

平成７年８月税理士登録

平成12年５月当社監査役(現任)
 

４年 3

監査役  奥田　純司 昭和37年５月21日生

 
平成３年４月大阪弁護士会登録

平成３年４月朝日中央綜合法律事務所（現朝日中央

経済法律事務所）入所(現)

平成15年５月当社監査役(現任)
 

４年 －

計 ― 14名 ― ―  1,914

（注）１．取締役田端　晃は、社外役員（会社法施行規則第２条第３項第５号）に該当する社外取締役（会社法第２条第

15号）であります。

２．監査役窪山剛泰、監査役吉塚　健、監査役奥田純司は、社外役員（会社法施行規則第２条第３項第５号）に該

当する社外監査役（会社法第２条第16号）であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業の継続的発展を図るため、意志決定の迅速化により機動力を発揮し、経営の健全性と透明性の充実に

努め、株主や顧客をはじめ、取引先、従業員、地域社会等の各ステークホルダーに対する企業価値向上を経営上の基

本的な方針としております。その実現のために内部統制体制の整備・強化を図り、コーポレート・ガバナンスの充実

に努めております。

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社は、取締役会、監査役、監査役会および会計監査人を設置し、社外取締役を１名、社外監査役を３名選任

しております。また、経営全体の効率化とスピードアップを図ることを目的に執行役員制度を導入しておりま

す。

取締役会は取締役９名（うち社外取締役１名）で構成され、原則毎月１回開催し、経営上の最高意思決定機関

として、経営方針・経営戦略などの重要事項の決定と業務執行の監督を行っております。

監査役会は監査役５名（うち社外監査役３名）で構成され、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や業

務・財産の状況調査をするなどの方法により、取締役の業務執行を監査しております。

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、当該監査法人の会計監査および財務報告に係る内部

統制監査を受けております。

当社の機関及び内部統制の概要は以下のとおりであります。

ロ．企業統治の体制を採用する理由

取締役会および執行役員制度と社外取締役（１名）及び社外監査役（３名）による客観的・中立的監視のも

と、効率的かつ迅速な意思決定を行うとともに、コンプライアンス体制の構築等を図る経営体制が整っているも

のと判断しており、現状の体制を採用しております。

ハ．内部統制システムの整備の状況

当社における内部統制システム構築のための基本的な考え方は、以下の通りであります。

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

当社は、事業活動を展開するにあたり、法令および定款等を遵守することが経営の最重要課題の一つである

ことから、そのための行動規範や基準を明確にするため必要に応じて社内規程等を制定ないし改定するととも

に研修・指導を行い、その推進を図る。また、法令等に違反する行為を早期に発見し、是正するため、社内の

通報窓口および相談窓口に加え当社の顧問法律事務所に新たに通報窓口を設置するほか、社長直轄の内部監査

部が各部署の業務遂行状況を定期的に監査し、その結果を社長に報告する。

また、財務報告の信頼性を確保するため、関係法令等に則り、財務報告に関する内部統制体制の整備を行

う。
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

情報の保存および管理については「情報管理規程」、「文書管理規程」等に基づき、保存および管理を行

う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の事業活動に関する各種リスクに対しては、事業の内容に応じて設置した本部の長がそれぞれの本部を

統括し、各本部がそれぞれ法令、規程等に基づいて対応する。また、主要な業務については「内部管理規程」

「財務報告に係る内部統制実施規程」を遵守するほか、「リスクコントロール・マトリックス」を作成し、そ

の運用によりリスクおよび損害の発生の回避に努める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、「組織規程」、「職務権限規程」、「業務分掌規程」等により、職務の責任と権限を明確にし、迅

速かつ効率的な業務執行を行う。また、原則毎月１回開催される取締役会のほか、必要に応じて各種会議体を

設けて当社全体の意思統一及び経営方針の徹底を図り、効率的な業務執行の推進に努める。

５．親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社の内部統制に関する諸規程は子会社にも準用し、共通の認識のもとに事業活動を行う。また、親会社と

子会社間の取引にあたっては、法令および規程等を遵守する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使

用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役がその職務を補助するため、使用人を置くことを求めた場合は、社内において必要な体制を迅速に確

保する。この場合、使用人の取締役からの独立性を確保するため、使用人の任免、評価等については、監査役

会と協議する。

７．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

監査役は、取締役会をはじめとする主要な会議体に出席できるほか、監査役会から求めがあった場合、取締

役および社員は、監査役会に出席して報告する。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、当社の会計監査人から会計監査及び財務報告に係る内部統制監査の内容について説明を受けるほ

か、必要に応じて、弁護士、会計監査人等から助言を受けることができる。

９．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、社会秩序や健全な企業活動に脅威を与える反社会的勢力との関係を毅然とした態度で遮断する。ま

た、役職員に対する教育・啓蒙活動を通じて周知徹底を図るとともに、事案発生時には警察等外部の機関と連

携し、必要に応じて顧問弁護士等のアドバイスを受けながら組織全体で法律に則した対応を行う。

ニ．リスク管理体制の整備の状況

当社の事業活動を展開するにあたり法令及び定款等を遵守することが経営の最重要課題の一つであることか

ら、「行動指針」を策定し、コンプライアンス意識の周知・徹底に努めております。また、法令等に違反する行

為を早期に発見し、是正するため、通報窓口及び相談窓口を設置している他、社長直轄の内部監査部が各部署の

業務遂行状況を定期的に監査しております。

当社の事業活動に関する各種リスクに対しては、事業の内容に応じて設置した本部の長がそれぞれの本部を統

括し、各本部がそれぞれ法令、規程等に基づいて対応しております。また、主要な業務につきましては、「内部

管理規程」「財務報告に係る内部統制実施規程」を遵守しております他、「リスクコントロール・マトリック

ス」を作成し、その運用によりリスクおよび損害の発生の回避に努めております。

当社が扱う商品に係わるリスクにつきましては、品質保証室を設置し、商品の品質管理・検査、商標・意匠、

製品安全４法（消費生活用製品安全法、電気用品安全法等）関連の処理や商品クレームの分析等を行っておりま

す。また、販売に係わるクレーム、事件・事故等につきましてはお客様サービス室が窓口となって適切・迅速に

対応しております。係争・訴訟に及ぶ場合は総務部が顧問弁護士等とも連携を取り管理しております。

ホ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役

ともに法令に定める限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外

監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
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②　内部監査部及び監査役監査の状況

内部監査部（専任者４名）は年間の内部監査スケジュールに基づいて内部監査を行っており、本部および店舗に

ついても往査を実施しております。また、内部統制の充実を図るため、内部統制関係部署（総務部、経営企画部、

経理部）と連携しながら、内部監査を通じて内部統制体制の整備・運用状況を監査しており、財務報告に係る内部

統制については、社内の独立的評価部署として有効性評価を行っております。これらの内部監査の結果については

社長に報告する他、監査役にも報告し改善に向けた意見交換を行っております。財務報告に係る内部統制について

は、評価結果を踏まえて会計監査人とも定期的に意見交換を行っております。

監査役は、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や業務・財産の状況調査をするなどの方法により、取締

役の業務執行を監査しております。また、監査役は、内部監査部の監査結果について検討を行い、必要に応じて再

調査を求めております。

監査役と内部監査部は定期的に、また、随時に会合を持ち、経営上及び業務上の監査が効率的に実施されるよう

に意見・情報交換を行っております。また、監査役は会計監査人とも定期的に会合を開催し、監査手続及び監査結

果についての意見交換を行っており、緊密な連携を図っております。なお、監査役吉塚健氏は、税理士の資格を有

しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

③　社外取締役及び社外監査役

当社では社外取締役１名及び社外監査役３名を選任しております。

従来、当社では社外取締役は選任しておりませんでしたが、元取締役による不祥事件の発覚を受けて、社外監査

役だけでは業務執行の監視機能としては十分ではなく、業務執行に関しても独立性の高い社外取締役の選任が必要

と判断し、新たに選任することといたしました。また、社外取締役は弁護士でもあるため、総務部が担当部署とし

て、各々の専門分野に関する当社の重要事項について報告し、必要な助言を頂くなど緊密な連携を図っておりま

す。

社外監査役選任の理由は、専門家の観点を生かした客観的・中立的立場からの業務執行監査及び他社の代表者と

しての経験を生かした客観的・中立的立場からの業務執行監査を期待できることであります。弁護士である社外監

査役とは総務部が、税理士である社外監査役とは経理部が担当部署として、各々の専門分野に関する当社の重要事

項について報告し、必要な助言を頂くなど緊密な連携を図っております。また、社外監査役は他の監査役と共同

で、②に記載しているとおり内部監査部及び会計監査人との連携を図っております。

社外取締役田端晃氏は弁護士であり、弁護士法人田端綜合法律事務所を開設しておりますが、当社と同事務所と

の間には特別な関係はありません。同氏はエレコム株式会社の社外監査役であり、当社と同社との間には商品の仕

入取引があります。また、同氏は株式会社ＥＣＣの社外監査役でありますが、当社と同社との間には特別な関係は

ありません。

社外監査役窪山剛泰氏は株式会社ケー・アンド・ケー代表取締役でありましたが、当社と同社との間には特別な

関係はありません。同氏は港南株式会社の取締役でありましたが、退任後７年を経過しております。当社と同社の

間には、同社が当社の議決権の5.46％を所有する資本関係があります。また、当社と同社の間には、土地・建物の

賃借、商品の仕入、保険料の支払取引がありますが、取引条件は一般的な取引条件と同様に決定しております。

社外監査役吉塚健氏は税理士であり、吉塚税理士事務所を開設しておりますが、当社と同事務所との間には特別

な関係はありません。また、一般株主と利益相反が生じるおそれがないため、独立役員として指定しております。

社外監査役奥田純司氏は弁護士であり、朝日中央経済法律事務所に所属しておりますが、当社と同事務所との間

には特別な関係はありません。同氏は株式会社ラウンドワンの社外監査役でありますが、当社と同社との間には特

別な関係はありません。

当社は社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準として明確に定めたものはありません

が、一般株主と利益相反が生じるおそれがなく、客観的・中立的立場から専門的知見や企業経営等の経験に基づき

経営の監督機能を発揮することが期待される社外取締役及び社外監査役を選任することを基本方針としておりま

す。
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④　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる役員

の員数（名）基本報酬
ストックオ

プション
賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
125 125 － － － 11

監査役

（社外監査役を除く）
14 14 － － － 2

社外役員 4 4 － － － 3

ロ．報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

該当する者が存在しないため記載しておりません。

ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役及び監査役の報酬の額は、取締役全員及び監査役全員の報酬総額の最高限度額を株主総会の決議により

決定し、各取締役の報酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役が、業績貢献や業務執行状況を勘案して決定

し、各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定しております。

⑤　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

９銘柄　808百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

保有目的
（株） （百万円）

株式会社紀陽ホールディングス 5,509,000 765 継続的な取引関係の維持、関係強化

上新電機株式会社 107,000 98 継続的な取引関係の維持、関係強化

三井住友トラスト・ホールディングス株

式会社
29,800 10 継続的な取引関係の維持、関係強化

第一生命保険株式会社 33 4 継続的な取引関係の維持、関係強化

株式会社みずほフィナンシャルグループ 14,800 3 継続的な取引関係の維持、関係強化

株式会社池田泉州ホールディングス 4,400 2 継続的な取引関係の維持、関係強化

大正製薬ホールディングス株式会社 330 2 継続的な取引関係の維持、関係強化

 

当事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

保有目的
（株） （百万円）

株式会社紀陽銀行 550,900 698 継続的な取引関係の維持、関係強化

上新電機株式会社 107,000 82 継続的な取引関係の維持、関係強化

三井住友トラスト・ホールディングス株

式会社
29,800 14 継続的な取引関係の維持、関係強化

第一生命保険株式会社 3,300 4 継続的な取引関係の維持、関係強化

株式会社みずほフィナンシャルグループ 14,800 3 継続的な取引関係の維持、関係強化

大正製薬ホールディングス株式会社 330 2 継続的な取引関係の維持、関係強化

株式会社池田泉州ホールディングス 4,400 2 継続的な取引関係の維持、関係強化

みなし保有株式

該当事項はありません。
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ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。

⑥　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

目細　　実 有限責任監査法人トーマツ ７年

髙﨑　充弘 有限責任監査法人トーマツ ６年

当社の会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。

監査業務に係わる補助者の構成 人数

公認会計士 １２人

そ　の　他 　８人

⑦　取締役の定数及び選任の決議要件

当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。また、取締役の選任決議については、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積

投票によらない旨定款に定めております。

⑧　自己の株式の取得

当社は、経済情勢の変化に対応した機動的な資本政策を行うため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締

役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

⑨　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日

として中間配当をすることができる旨定款に定めております。

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨定款に定めております。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

32 － 64 9

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、前事業年度は該当事項

はありません。当事業年度は、内部統制改善プロジェクトにおける助言・指導業務があります。

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、現在定めておりません。但し、監査報酬につきまし

ては、当社の事業規模・特性、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第37期事業年度（平成25年３月１日から平成26年２

月28日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

３．連結財務諸表について

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年10月大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　       　    0.0％

売上高基準　　　　       　    0.0％

利益基準　　　　　       　    3.8％

利益剰余金基準　　       　    0.7％

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入し、また、公益財団法人財務会計基準機構及び監査法人等が主催する研修等に積極的に参加しています。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 3,299 ※１ 4,342

売掛金 3,166 3,473

商品及び製品 63,436 65,461

原材料及び貯蔵品 512 784

前渡金 14 26

前払費用 3,606 3,652

繰延税金資産 1,383 1,484

その他 1,530 1,541

貸倒引当金 △151 △192

流動資産合計 76,796 80,573

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 114,539 ※１ 130,269

減価償却累計額 △44,533 △49,018

建物（純額） 70,006 81,250

構築物 17,393 18,687

減価償却累計額 △12,414 △13,300

構築物（純額） 4,978 5,386

機械及び装置 381 1,230

減価償却累計額 △279 △475

機械及び装置（純額） 101 755

車両運搬具 879 1,035

減価償却累計額 △732 △872

車両運搬具（純額） 146 162

工具、器具及び備品 8,537 9,794

減価償却累計額 △5,755 △6,796

工具、器具及び備品（純額） 2,781 2,997

土地 ※１ 29,275 ※１ 29,218

リース資産 9,734 12,727

減価償却累計額 △940 △1,478

リース資産（純額） 8,793 11,248

建設仮勘定 3,628 1,307

有形固定資産合計 119,712 132,328

無形固定資産   

のれん 786 620

借地権 3,655 3,715

ソフトウエア 453 395

その他 72 72

無形固定資産合計 4,967 4,804
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

投資その他の資産   

投資有価証券 1,940 1,541

関係会社株式 10 10

出資金 0 0

長期貸付金 163 147

破産更生債権等 134 21

長期前払費用 2,778 2,822

差入保証金 ※２ 46,549 ※２ 46,776

繰延税金資産 － 2,042

貸倒引当金 △176 △58

投資その他の資産合計 51,401 53,302

固定資産合計 176,081 190,435

資産合計 252,878 271,009

負債の部   

流動負債   

買掛金 17,466 19,219

短期借入金 7,000 13,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 31,197 ※１ 30,438

1年内償還予定の社債 625 625

リース債務 322 445

未払金 5,997 6,671

未払費用 1,552 1,593

未払法人税等 2,592 1,505

未払消費税等 791 －

前受金 258 374

預り金 239 246

前受収益 1,074 1,076

賞与引当金 1,226 1,236

役員賞与引当金 132 －

店舗閉鎖損失引当金 421 55

その他 - 16

流動負債合計 70,899 76,504

固定負債   

社債 781 156

長期借入金 ※１ 67,458 ※１ 72,410

リース債務 8,678 11,122

繰延税金負債 740 －

受入保証金 ※１ 14,222 ※１ 13,765

長期未払金 4,120 3,430

商品自主回収関連損失引当金 － 7,434

資産除去債務 1,851 2,125

その他 933 813

固定負債合計 98,786 111,258

負債合計 169,685 187,763
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,658 17,658

資本剰余金   

資本準備金 17,893 17,893

その他資本剰余金 24 24

資本剰余金合計 17,917 17,917

利益剰余金   

利益準備金 111 111

その他利益剰余金   

別途積立金 39,310 46,310

繰越利益剰余金 8,207 1,290

利益剰余金合計 47,628 47,712

自己株式 △114 △115

株主資本合計 83,090 83,173

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 100 83

繰延ヘッジ損益 2 △10

評価・換算差額等合計 102 73

純資産合計 83,192 83,246

負債純資産合計 252,878 271,009
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(自　平成24年３月１日
　至　平成25年２月28日)

当事業年度
(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

売上高 271,868 273,797

売上原価   

商品期首たな卸高 62,147 63,436

当期商品仕入高 174,473 177,665

合計 236,620 241,101

商品期末たな卸高 63,436 65,461

商品売上原価 173,184 175,640

売上総利益 98,683 98,157

営業収入   

賃貸収入 13,128 13,340

営業総利益 111,811 111,497

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 3,512 3,507

役員賞与引当金繰入額 132 －

給料及び賃金 21,484 22,471

賞与引当金繰入額 1,226 1,236

退職給付費用 253 257

賃借料 37,278 37,783

減価償却費 7,185 7,978

貸倒引当金繰入額 185 63

その他 24,218 26,209

販売費及び一般管理費合計 95,476 99,507

営業利益 16,335 11,990

営業外収益   

受取利息 136 131

受取配当金 39 35

受取事務手数料 45 39

為替差益 － 85

匿名組合投資利益 147 175

その他 192 122

営業外収益合計 561 591

営業外費用   

支払利息 2,048 2,094

社債利息 29 18

為替差損 285 －

その他 232 217

営業外費用合計 2,596 2,330

経常利益 14,300 10,251
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(自　平成24年３月１日
　至　平成25年２月28日)

当事業年度
(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

特別利益   

受入保証金解約益 78 105

特別利益合計 78 105

特別損失   

土地売却損 － 8

固定資産除却損 ※１ 38 ※１ 65

減損損失 ※２ 525 ※２ 127

商品自主回収関連損失引当金繰入額 － 7,434

特別損失合計 563 7,636

税引前当期純利益 13,814 2,720

法人税、住民税及び事業税 6,033 4,347

法人税等調整額 182 △2,817

法人税等合計 6,215 1,529

当期純利益 7,599 1,190
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成24年３月１日　至平成25年２月28日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 17,658 17,893 24 17,917 111 31,310 9,646 41,067

当期変動額         

剰余金の配当       △1,038 △1,038

別途積立金の積立      8,000 △8,000 －

当期純利益       7,599 7,599

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － － 8,000 △1,439 6,560

当期末残高 17,658 17,893 24 17,917 111 39,310 8,207 47,628

 

       

 株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

 自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

当期首残高 △114 76,529 28 △187 △159 76,370

当期変動額       

剰余金の配当  △1,038    △1,038

別途積立金の積立  －    －

当期純利益  7,599    7,599

自己株式の取得 △0 △0    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  71 189 261 261

当期変動額合計 △0 6,560 71 189 261 6,822

当期末残高 △114 83,090 100 2 102 83,192
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当事業年度（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 17,658 17,893 24 17,917 111 39,310 8,207 47,628

当期変動額         

剰余金の配当       △1,107 △1,107

別途積立金の積立      7,000 △7,000 －

当期純利益       1,190 1,190

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － － 7,000 △6,916 83

当期末残高 17,658 17,893 24 17,917 111 46,310 1,290 47,712

 

       

 株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

 自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

当期首残高 △114 83,090 100 2 102 83,192

当期変動額       

剰余金の配当  △1,107    △1,107

別途積立金の積立  －    －

当期純利益  1,190    1,190

自己株式の取得 △0 △0    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  △16 △12 △28 △28

当期変動額合計 △0 82 △16 △12 △28 53

当期末残高 △115 83,173 83 △10 73 83,246
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④【キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年３月１日
　至　平成25年２月28日)

当事業年度
(自　平成25年３月１日
　至　平成26年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 13,814 2,720

減価償却費 7,185 7,978

のれん償却額 165 165

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30 △132

商品自主回収関連損失引当金の増減額（△は減

少）
－ 7,434

受取利息及び受取配当金 △175 △167

支払利息 2,078 2,112

土地売却損益（△は益） － 8

固定資産除却損 38 65

減損損失 525 127

売上債権の増減額（△は増加） △124 △307

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,339 △2,297

仕入債務の増減額（△は減少） △2,715 1,752

未払消費税等の増減額（△は減少） 623 △923

その他 798 1,131

小計 20,844 19,669

利息及び配当金の受取額 47 43

利息の支払額 △2,027 △2,062

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △7,957 △5,431

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,908 12,219

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △11,236 △17,705

有形固定資産の売却による収入 － 11

投資有価証券の償還による収入 － 500

差入保証金の差入による支出 △3,489 △2,480

差入保証金の回収による収入 1,423 2,284

預り保証金の受入による収入 522 332

預り保証金の返還による支出 △650 △754

その他 △778 △883

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,208 △18,696

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 74,500 88,000

短期借入金の返済による支出 △75,500 △82,000

長期借入れによる収入 39,500 35,425

長期借入金の返済による支出 △32,993 △31,232

リース債務の返済による支出 △252 △426

セール・アンド・割賦バックによる収入 2,025 1,525

割賦債務の返済による支出 △1,732 △2,037

社債の償還による支出 △625 △625

配当金の支払額 △1,037 △1,106

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,885 7,520

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 585 1,043

現金及び現金同等物の期首残高 2,695 3,280

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,280 ※１ 4,323
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法によっております（ヘッジ会計を適用しているものを除く）。

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品

売価還元法による低価法

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）については、定額法を採用しており

ます。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

のれんについては１０年で償却を行っております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）による定額法を採用し

ております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は残価保証額）とする定額法に

よっております。

(4) 長期前払費用

定額法を採用しております。

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

 

６．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

当期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。

(4) 店舗閉鎖損失引当金

店舗の閉店等に伴い発生する損失に備えるため、今後発生すると見込まれる損失額を計上しております。
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(5) 商品自主回収関連損失引当金

商品自主回収に関する回収費用及び関連する費用等について、当事業年度末以降発生すると考えられる合

理的な損失見込額を計上しております。

 

７．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしてい

るため、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション、通貨スワップ及び金利スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引及び借入金利息

(3) ヘッジ方針

社内規程である「デリバティブ等取引、ヘッジ会計処理管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変

動リスクをヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動を基礎とし

ております。ただし、金利スワップ取引については、特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略し

ております。

 

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成25年３月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の減価償却費が165百万円減少し、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ165百万円増加しております。
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（表示方法の変更）

（キャッシュ・フロー計算書）

前事業年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「店舗閉鎖損失

引当金の増減額」は金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度においては「その他」に含めて表示して

おります。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「店舗閉鎖損失引当金の増減額」に表示していた20百万円は、「その他」として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

※１．担保提供資産及び対応する債務

（担保に供している資産）

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

定期預金 18百万円 18百万円

建物 10,077 13,458

土地 3,535 3,515

計 13,632 16,993

 

（上記に対応する債務）

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

１年内返済予定の長期借入金 1,634百万円 2,478百万円

長期借入金 2,985 7,024

受入保証金 4,168 3,377

計 8,788 12,879

 

※２．差入保証金

前事業年度（平成25年２月28日）

　一部の店舗の差入保証金908百万円について、金融機関および貸主との間で代預託契約を締結してお

り、当該契約に基づき、金融機関は、貸主に対して差入保証金相当額908百万円を当社に代わって預託

しております。

 

当事業年度（平成26年２月28日）

　一部の店舗の差入保証金908百万円について、金融機関および貸主との間で代預託契約を締結してお

り、当該契約に基づき、金融機関は、貸主に対して差入保証金相当額908百万円を当社に代わって預託

しております。

 

　３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

貸出コミットメントの総額 20,000百万円 40,000百万円

借入実行残高 7,000 13,000

差引額 13,000 27,000
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（損益計算書関係）

※１．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

建物 10百万円 建物 47百万円

構築物 2 構築物 3

工具、器具及び備品 1 機械及び装置 1

その他 23 その他 14

計 38 計 65

 

※２．減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

用途 種類 場所 金額

店舗 土地等 兵庫県他２件 525百万円

 合計  525

 

当事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

用途 種類 場所 金額

店舗 借地権他 大阪府他8件 127百万円

 合計  127

 

当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗及び賃貸資産をグルーピングしており、遊休資産につい

ては当該物件単体をグルーピングしております。

営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループと地価の下落が著しい資産グループについて減損

を認識し、回収可能価額が帳簿価額を下回るものについて、回収可能価額まで減額し、当該減少額（127百万円）を減

損損失として特別損失に計上いたしました。

減損損失の内訳は以下のとおりであります。

借地権 49百万円

その他 77 

計 127 
 
なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額の場合は不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に準じた

評価額に基づいており、使用価値の場合は将来キャッシュ・フローを３％で割引いて算定しております。

 

EDINET提出書類

コーナン商事株式会社(E03273)

有価証券報告書

48/80



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成24年３月１日　至平成25年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 34,682 － － 34,682

合計 34,682 － － 34,682

自己株式     

普通株式　　　（注） 80 0 － 80

合計 80 0 － 80

（注）普通株式の自己株式の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月24日

定時株主総会
普通株式 484 14 平成24年２月29日 平成24年５月25日

平成24年10月11日

取締役会
普通株式 553 16 平成24年８月31日 平成24年11月９日

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月30日

定時株主総会
普通株式 553 利益剰余金 16 平成25年２月28日 平成25年５月31日
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当事業年度（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 34,682 － － 34,682

合計 34,682 － － 34,682

自己株式     

普通株式　　　（注） 80 0 － 80

合計 80 0 － 80

（注）普通株式の自己株式の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月30日

定時株主総会
普通株式 553 16 平成25年２月28日 平成25年５月31日

平成25年11月15日

取締役会
普通株式 553 16 平成25年８月31日 平成25年11月29日

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月29日

定時株主総会
普通株式 553 利益剰余金 16 平成26年２月28日 平成26年５月30日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

現金及び預金勘定 3,299百万円 4,342百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △18 △18

現金及び現金同等物 3,280 4,323

 

　２．重要な非資金取引の内容

　　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 3,571百万円 2,993百万円
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

店舗

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成21年２月28日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 

 
前事業年度（平成25年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物附属設備 457 351 106

機械及び装置 9 8 0

工具、器具及び備品 191 189 2

その他 1 1 －

合計 660 551 109

 

（単位：百万円）
 

 
当事業年度（平成26年２月28日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物附属設備 407 366 40

合計 407 366 40

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 73 44

１年超 44 －

合計 117 44
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(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

支払リース料 356 75

減価償却費相当額 329 68

支払利息相当額 6 2

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り

決めがある場合は残価保証額）とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

１年内 3,558 4,214

１年超 39,418 45,373

合計 42,976 49,587

 

（貸主側）

 オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

１年内 670 890

１年超 3,836 4,543

合計 4,507 5,433
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な余資

は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デ

リバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク及び発行体の信

用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的

としたものであり、返済期限は最長で決算日後２４年であります。金利の変動リスクについては、一部の

長期借入金等の金利変動リスクに対して、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジして

おります。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為

替予約取引及び通貨オプション取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金

利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有

効性評価の方法等については、前述の重要な会計方針「７．ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、債権管理に関する規程に従い、各事業部門における管理部署が取引相手ごとに期

日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握に努め、信用リスクの低

減を図っております。

有価証券の発行体の信用リスクについては、担当部署において、定期的に時価や財務状況等の把握を行

い管理しております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクを抑制するために、先物為替予約取引及び通貨オプション

取引を利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担当

部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が資金繰計画を作成・更新するとともに、必要に応じて短期借入を

実行するなどにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」にお

けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

を示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成25年２月28日）

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 3,299 3,299 －

(2) 売掛金 3,166 3,166 －

(3) 投資有価証券 984 984 －

(4) 差入保証金 46,549 45,021 △1,528

資産計 54,000 52,471 △1,528

(1) 買掛金 17,466 17,466 －

(2) 未払金 5,997 5,997 －

(3) 未払法人税等 2,592 2,592 －

(4) 社債（１年内償還予定含む） 1,406 1,406 －

(5) 長期借入金（１年内返済予定含む） 98,656 98,369 △286

(6) リース債務（１年内返済予定含む） 9,001 9,001 －

(7) 受入保証金 14,222 14,000 △221

(8) 長期未払金 4,120 4,120 －

負債計 153,463 152,954 △508

 

当事業年度（平成26年２月28日）

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 4,342 4,342 －

(2) 売掛金 3,473 3,473 －

(3) 投資有価証券 909 909 －

(4) 差入保証金 46,776 45,483 △1,293

資産計 55,501 54,208 △1,293

(1) 買掛金 19,219 19,219 －

(2) 未払金 6,671 6,671 －

(3) 未払法人税等 1,505 1,505 －

(4) 社債（１年内償還予定含む） 781 785 4

(5) 長期借入金（１年内返済予定含む） 102,848 102,669 △179

(6) リース債務（１年内返済予定含む） 11,567 12,767 1,199

(7) 受入保証金 13,765 13,566 △199

(8) 長期未払金 3,430 3,338 △91

負債計 159,788 160,522 733
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　（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 差入保証金

差入保証金の時価は、当該債権の見積キャッシュ・フローを信用リスクを加味した利率で割り引いた現

在価値により算定しております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4) 社債（１年内償還予定含む）

社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当

該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5) 長期借入金（１年内返済予定含む）

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

(6) リース債務（１年内返済予定含む）、(7) 受入保証金、(8) 長期未払金

これらの時価は、当該債務の元利金の合計額の見積キャッシュ・フローを信用リスクを加味した利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

非上場株式 501 1

匿名組合出資 454 630

　非上場株式及び匿名組合出資については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ること

などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(3）投資有価証券」には

含めておりません。

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成25年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 3,299 － － －

売掛金 3,166 － － －

差入保証金 1,112 3,896 3,290 38,250

合計 7,577 3,896 3,290 38,250
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当事業年度（平成26年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 4,342 － － －

売掛金 3,473 － － －

差入保証金 1,094 3,779 2,914 38,987

合計 8,909 3,779 2,914 38,987

 

４．社債、長期借入金、リース債務、受入保証金及び長期未払金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成25年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

買掛金 17,466 － － － － －

未払金 5,997 － － － － －

未払法人税等 2,592 － － － － －

社債 625 625 156 － － －

長期借入金 31,197 25,891 17,695 10,503 5,264 8,104

リース債務 322 332 343 354 365 7,283

受入保証金 529 530 495 472 476 11,718

長期未払金 － 1,809 986 553 101 669

合計 58,732 29,188 19,677 11,882 6,207 27,775

 

当事業年度（平成26年２月28日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

買掛金 19,219 － － － － －

未払金 6,671 － － － － －

未払法人税等 1,505 － － － － －

社債 625 156 － － － －

長期借入金 30,438 24,672 17,247 12,028 8,643 9,818

リース債務 445 459 473 488 503 9,196

受入保証金 512 477 454 458 422 11,439

長期未払金 － 1,241 808 355 254 770

合計 59,416 27,007 18,983 13,331 9,825 31,224
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（有価証券関係）

１．子会社株式

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額10百万円、前事業年度の貸借対照表計上額10百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

２．その他有価証券

前事業年度（平成25年２月28日）

 種類
貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 781 621 160

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 781 621 160

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 105 107 △1

(2）債券 － － －

(3）その他 97 100 △2

小計 203 207 △4

合計 984 828 156

 

当事業年度（平成26年２月28日）

 種類
貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 723 625 97

(2）債券 － － －

(3）その他 101 100 1

小計 825 725 99

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 84 102 △17

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 84 102 △17

合計 909 828 81

 

３．減損処理を行った有価証券

前事業年度及び当事業年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

なお、減損処理にあたっては、期末における評価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 通貨関連

該当事項はありません。

(2) 金利関連

該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前事業年度（平成25年２月28日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法

通貨オプション取引     

買建     

米ドル 買掛金 9,320 － 3

（注）　１．オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約の

ため、一括して記載しております。

２．時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当事業年度（平成26年２月28日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法

為替予約取引     

買建     

米ドル 買掛金 665 － △3

通貨オプション取引     

買建     

米ドル 買掛金 8,232 － △12

（注）　１．オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約の

ため、一括して記載しております。

２．時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

(2) 金利関連

前事業年度（平成25年２月28日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの特例処

理

金利スワップ取引

　変動受取・固定支払

長期借入金及び

社債
77,347 53,720 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

EDINET提出書類

コーナン商事株式会社(E03273)

有価証券報告書

59/80



 

当事業年度（平成26年２月28日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの特例処

理

金利スワップ取引

　変動受取・固定支払

長期借入金及び

社債
79,145 55,625 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（退職給付関係）

前事業年度（自平成24年３月１日　至平成25年２月28日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出年金制度を採用しております。

２．退職給付費用に関する事項

確定拠出年金への掛金支払額は253百万円であります。

当事業年度（自平成25年３月１日　至平成26年２月28日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出年金制度を採用しております。

２．退職給付費用に関する事項

確定拠出年金への掛金支払額は257百万円であります。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
平成17年５月

ストック・オプション
 

付与対象者の区分及び数 取締役14名及び監査役１名  

ストック・オプション数（注） 普通株式　118,600株  

付与日 平成17年５月26日  

権利確定条件 ―  

対象勤務期間 ―  

権利行使期間
平成17年６月１日から平成

37年５月31日まで
 

（注）株式数に換算して記載しております。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年５月

ストック・オプション
 

権利確定前　　　　　　（株）   

前事業年度末 －  

付与 －  

失効 －  

権利確定 －  

未確定残 －  

権利確定後　　　　　　（株）   

前事業年度末 92,900  

権利確定 －  

権利行使 －  

失効 －  

未行使残 92,900  

 

②　単価情報

 
平成17年５月

ストック・オプション
 

権利行使価格　　　　　　（円） 1  

行使時平均株価　　　　　（円） －  
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
 

当事業年度
（平成26年２月28日）

繰延税金資産    

賞与引当金繰入額否認 469百万円 473百万円

店舗閉鎖損失引当金繰入額否認 161  21

商品自主回収関連損失引当金繰入額否認 －  2,742

未払事業税否認 218  160

未払事業所税否認 132  139

商品評価損否認 333  471

減損損失 2,388  2,355

資産除去債務 664  762

投資有価証券評価損 192  161

その他有価証券評価差額金 －  1

繰延ヘッジ損益 －  6

その他 192  335

評価性引当額 △2,182  △2,168

繰延税金資産合計 2,572  5,463

繰延税金負債    

資産除去債務に対応する除去費用 412  476

土地評価益 1,459  1,459

その他有価証券評価差額金 56  －

繰延ヘッジ損益 1  －

繰延税金負債合計 1,929  1,936

繰延税金資産の純額 643  3,526

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年２月28日）
 

当事業年度
（平成26年２月28日）

法定実効税率 40.7％  38.3％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2  4.0

住民税均等割 2.0  10.5

税率変更による影響 0.6  －

適用税率差異 －  3.9

その他 0.5  △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.0  56.2

 

３．決算日後の法人税等の税率の変更

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成27年

３月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年３月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については従来の38.3％から35.9％になります。

なお、この税率変更による影響額はありません。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　店舗用土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から34年と見積り、割引率は２％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

期首残高 1,724百万円 1,851百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 91 235

時の経過による調整額 35 40

資産除去債務の履行による減少額 － △2

期末残高 1,851 2,125

 

（賃貸等不動産関係）

当社では、大阪府その他の地域において、賃貸用の店舗等（土地を含む。）を有しております。前事業年度

における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,791百万円（賃貸収益は営業収入に、主な賃貸費用は販売費及

び一般管理費に計上）であります。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,694百万円（賃

貸収益は営業収入に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

貸借対照表計上額   

 期首残高 17,340 19,625

 期中増減額 2,285 △573

 期末残高 19,625 19,052

期末時価 17,576 17,159

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前事業年度の主な増加額は不動産取得（4,093百万円）であり、主な減少額は減価償却

費（1,807百万円）であります。当事業年度の主な増加額は不動産取得（1,301百万円）であり、主な減少額

は減価償却費（1,875百万円）であります。

３．期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」に準じた金額、そ

の他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。ただし、第三者

からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重

要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。また、当事

業年度に新規取得したものについては、時価の変動が軽微であると考えられるため、貸借対照表計上額を

もって時価としております。

（持分法損益等）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【関連情報】

前事業年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略

しております。

当事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略

しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主等

前事業年度（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合(%)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員
疋田耕造

注２.(1)
－ －

当社

代表取締役

社長

(被所有)

直接

9.40

土地の賃借 土地の賃借 36 － －

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社等

港南㈱

注２.(2)

(3)

堺市西区 69

不動産賃貸

業

ゴルフ場の

運営

保険代理業

(被所有)

直接

5.90

土地の賃借

等

土地の賃借 42 差入保証金 10

保険料の支

払
286 前払費用 12

太倉金馬

労保用品

有限公司

注２.(4)

中華人民

共和国江

蘇省太倉

市

50万元
衣料品製造

業
－ 商品の仕入 商品の仕入 318 － －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 土地の賃借料は、当該物件を転貸しているため、賃貸料を勘案して決定しております。

(2) 土地の賃借料は、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。

(3) 保険料については、一般的な取引条件と同様に決定しております。

(4) 商品の仕入については、双方協議の上決定した価格によっております。しかしながら、「第三者委員

会」より相見積が不十分であるとの指摘があったので、今後、相見積を徹底して取引条件を決定して

まいります。

 

当事業年度（自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合(%)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員
疋田耕造

注２.(1)
－ －

当社

取締役相談

役

(被所有)

直接

9.41

土地の賃借 土地の賃借 36 － －

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社等

港南㈱

注２.(2)

(3)(4)

堺市西区 69

不動産賃貸

業

ゴルフ場の

運営

保険代理業

日用雑貨品

等の卸小売

(被所有)

直接

5.46

土地の賃借

等

土地・建物

の賃借
100 差入保証金 58

商品の仕入 26 買掛金 0

保険料の支

払
339 前払費用 6

太倉金馬

労保用品

有限公司

注２.(5)

中華人民

共和国江

蘇省太倉

市

50万元
衣料品製造

業
－ 商品の仕入 商品の仕入 446 － －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 土地の賃借料は、当該物件を転貸しているため、賃貸料を勘案して決定しております。

(2) 土地・建物の賃借料は、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。

(3) 保険料については、一般的な取引条件と同様に決定しております。

(4) 商品の仕入については、一般的な取引条件と同様に決定しております。

(5) 商品の仕入については、双方協議の上決定した価格によっております。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

１株当たり純資産額（円） 2,404.29 2,405.88

１株当たり当期純利益（円） 219.61 34.40

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

（円）
219.02 34.31

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 7,599 1,190

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,599 1,190

普通株式の期中平均株式数（株） 34,601,824 34,601,505

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 92,900 92,900

（うち新株予約権付社債） － －

（うちストックオプション） (92,900) (92,900)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

────── ──────

 

EDINET提出書類

コーナン商事株式会社(E03273)

有価証券報告書

67/80



⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

株式会社紀陽銀行 550,900 698

上新電機株式会社 107,000 82

三井住友トラスト・ホールディングス

株式会社
29,800 14

第一生命保険株式会社 3,300 4

株式会社みずほフィナンシャルグルー

プ
14,800 3

大正製薬ホールディングス株式会社 330 2

株式会社池田泉州ホールディングス 4,400 2

八尾シティネット株式会社 20 1

オートジョイントコーナン株式会社 90 0

計 710,640 808

 

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他有

価証券

有限会社南大沢イン匿名組合出資 － 630

Shinsei Finance Ⅴ(Cayman)優先出資証券 10 101

計 10 732
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 114,539 16,692 962 130,269 49,018 5,060 81,250

構築物 17,393 1,369 75 18,687 13,300 951 5,386

機械及び装置 381 862 12 1,230 475 207 755

車両運搬具 879 165 8 1,035 872 149 162

工具、器具及び備品 8,537 1,292 35 9,794 6,796 1,072 2,997

土地 29,275 － 57 29,218 － － 29,218

リース資産 9,734 2,993 － 12,727 1,478 537 11,248

建設仮勘定 3,628 5,406 7,726 1,307 － － 1,307

有形固定資産計 184,369 28,781 8,879 204,272 72,394 7,978 132,328

無形固定資産        

のれん 1,654 － － 1,654 1,034 165 620

借地権 3,655 112
51

（49)
3,715 － － 3,715

ソフトウェア 875 136 51 960 564 194 395

その他 72 － － 72 － － 72

無形固定資産計 6,258 248
103

(49)
6,403 1,599 359 4,804

長期前払費用 8,216 636
1,716

(77)
7,137 4,314 542 2,822

（注）１．当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物 既存店追加 コーナン第二阪和鳳店他１７店舗 2,138百万円

 新店 コーナン名古屋北店他１４店舗 8,580 

 流通センター 新貝塚流通センター 4,872 

リース資産 新店 コーナン厚木下荻野店他１店舗 2,993 

建設仮勘定 既存店追加 コーナン第二阪和鳳店他１４店舗 759 

 新店 コーナン名古屋北店他１１店舗 3,492 

 先行投資 コーナン岡山駅北店他１２店舗 1,108 

２．「当期減少額」欄の（　）は、減損損失の計上額を内書きで表示しております。
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【社債明細表】

銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

第２回無担保普通社債 平成22年３月31日
1,406

(625)

781

(625)

３ヶ月Tibor

＋0.85％
なし

平成23年６月30日～

平成27年３月31日

合計 －
1,406

(625)

781

(625)
－ － －

（注）１．（　）内書きは、１年以内の償還予定額であります。

２．社債の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

 

625 156 － － －  

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,000 13,000 0.538 －

１年以内に返済予定の長期借入金 31,197 30,438 1.407 －

１年以内に返済予定のリース債務 322 445 3.087 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 67,458 72,410 1.407
平成27年３月～

平成40年１月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 8,678 11,122 3.150
平成27年３月～

平成49年10月

その他有利子負債     

１年以内に返済予定の長期未払金 1,779 2,024 1.672 －

長期未払金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,465 2,708 1.672
平成27年３月～

平成32年１月

合計 119,901 132,147 － －

（注）１．平均利率については、期中借入金等平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金、リース債務及びその他有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５

年間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 24,672 17,247 12,028 8,643

リース債務 459 473 488 503

その他有利子負債 1,201 768 315 214
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 327 63 133 5 251

賞与引当金 1,226 1,236 1,226 － 1,236

役員賞与引当金 132 － 132 － －

店舗閉鎖損失引当金 421 － 365 － 55

商品自主回収関連損失引当金 － 7,434 － － 7,434

（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、回収及び貸倒実績率による引当の洗替による取崩額であります。

【資産除去債務明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

不動産賃貸借契約に基づくもの 1,851 275 2 2,125
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 967

預金の種類  

当座預金 3,355

定期預金 18

別段預金 0

小計 3,375

合計 4,342

 

ｂ．売掛金

(a) 相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ポケットカード株式会社 872

三井住友カード株式会社 478

アメリカンエキスプレスインターナショナル，ＩＮＣ 295

株式会社泉州カード 284

株式会社紀陽カード(VISA) 245

その他(株式会社紀陽カード(JCB)他) 1,296

合計 3,473

 

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

×100
(A) ＋ (B)

 

 
(A) ＋ (D)

÷
(B)

２ 365
 

3,166 66,669 66,362 3,473 95.0 18.2

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。

ｃ．商品及び製品

品目 金額（百万円）

商品  

ホームインプルーブメント

（ＤＩＹ用品）
28,097

ハウスキーピング

（家庭用品）
26,628

カー・レジャー

（カー・レジャー用品）
10,032

その他 703

合計 65,461
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ｄ．原材料及び貯蔵品

品目 金額（百万円）

貯蔵品  

販売促進用品 146

備品・消耗品 234

事務用品 40

印刷用品 22

その他（収入印紙他） 340

合計 784

 

ｅ．差入保証金

相手先 金額（百万円）

みずほ信託銀行株式会社 2,876

三井住友ファイナンス＆リース株式会社 2,684

三菱ＵＦＪリース株式会社 2,239

株式会社ゆめっせビル 1,871

有限会社ＨＣＫ 1,390

その他（阪急リート投資法人他） 35,714

合計 46,776

 

②　負債の部

ａ．買掛金

相手先 金額（百万円）

みずほ信託銀行株式会社（一括支払信託） 1,429

株式会社マーク産業 765

株式会社あらた 761

株式会社Ｐａｌｔａｃ 759

藤原産業株式会社 501

その他(ジャペル株式会社他) 15,001

合計 19,219

 

ｂ．受入保証金

相手先 金額（百万円）

株式会社ライフコーポレーション 1,827

株式会社アルペン 1,736

上新電機株式会社 1,711

株式会社関西ケーズデンキ 645

株式会社エディオン 512

その他（株式会社ニトリホールディングス他） 7,331

合計 13,765
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（百万円） 70,264 140,296 206,457 273,797

税引前四半期（当期）純利益

金額（百万円）
3,273 6,200 8,639 2,720

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
1,867 3,632 5,053 1,190

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
53.98 104.96 146.06 34.40

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
53.98 50.98 41.09 △111.65
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月下旬

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日 ８月末日　２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所
（特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取・売渡手数料

買取り手数料は、株式の売買の委託に係る手数料相当額として「株式取扱

規程」に定める算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った

単元未満株式の数で按分した金額とする。

公告掲載方法

当会社の公告は電子公告によりこれを行う。但し、電子公告を行うことが

できない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に

掲載して公告する。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお

りです。

http://www.hc-kohnan.com/

株主に対する特典
毎年２月末日現在の株主に対し、「当社商品券（1,000円券）」もしくは

「同額程度の当社取扱い商品」を年１回、以下の基準により贈呈する。

 (1) 贈呈基準

 

 

所有株式数 当社店舗のある都道府県の株主 当社店舗のない都道府県の株主

100株～199株 当社商品券1,000円分 (1,000円券×１枚)
1,000円相当の当社取扱い商品

200株～299株 当社商品券2,000円分 (1,000円券×２枚)

300株～399株 当社商品券3,000円分 (1,000円券×３枚)
3,000円相当の当社取扱い商品

400株～499株 当社商品券4,000円分 (1,000円券×４枚)

500株～599株 当社商品券5,000円分 (1,000円券×５枚)  

600株～699株 当社商品券6,000円分 (1,000円券×６枚)  

700株～799株 当社商品券7,000円分 (1,000円券×７枚) 5,000円相当の当社取扱い商品

800株～899株 当社商品券8,000円分 (1,000円券×８枚)  

900株～999株 当社商品券9,000円分 (1,000円券×９枚)  

1,000株以上一律 当社商品券10,000円分(1,000円券×10枚) 10,000円相当の当社取扱い商品

 

 (2) 優待品発送日：毎年５月末頃

 
(3) 商品券取扱い店舗：ホームセンターコーナン・ホームストックコーナ

ン・コーナンＰＲＯ全店舗
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第36期）（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）平成25年５月31日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度（第36期）（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）平成25年５月31日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

第37期第１四半期（自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日）平成25年７月12日関東財務局長に提出

(4) 四半期報告書及び確認書

第37期第２四半期（自　平成25年６月１日　至　平成25年８月31日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(5) 四半期報告書及び確認書

第37期第３四半期（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）平成26年１月14日関東財務局長に提出

(6) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度（第32期）（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(7) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第33期）（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(8) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第34期）（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(9) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第35期）（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(10) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第36期）（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(11) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第35期第１四半期（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(12) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第35期第２四半期（自　平成23年６月１日　至　平成23年８月31日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(13) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第35期第３四半期（自　平成23年９月１日　至　平成23年11月30日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(14) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第36期第１四半期（自　平成24年３月１日　至　平成24年５月31日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(15) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第36期第２四半期（自　平成24年６月１日　至　平成24年８月31日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(16) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第36期第３四半期（自　平成24年９月１日　至　平成24年11月30日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(17) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第37期第１四半期（自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(18) 四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第37期第２四半期（自　平成25年６月１日　至　平成25年８月31日）平成25年11月18日関東財務局長に提出

(19) 内部統制報告書の訂正報告書及びその添付書類

事業年度（第33期）（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(20) 内部統制報告書の訂正報告書及びその添付書類

事業年度（第34期）（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(21) 内部統制報告書の訂正報告書及びその添付書類

事業年度（第35期）（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(22) 内部統制報告書の訂正報告書及びその添付書類

事業年度（第36期）（自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）平成25年11月15日関東財務局長に提出

(23) 訂正発行登録書

平成25年５月31日関東財務局長に提出

(24) 訂正発行登録書

平成25年７月12日関東財務局長に提出

(25) 訂正発行登録書
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平成25年11月14日関東財務局長に提出

(26) 訂正発行登録書

平成25年11月15日関東財務局長に提出

(27) 訂正発行登録書

平成25年11月18日関東財務局長に提出

(28) 訂正発行登録書

平成26年１月14日関東財務局長に提出

(29) 訂正発行登録書

平成26年５月２日関東財務局長に提出

(30) 臨時報告書

平成25年５月31日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

(31) 臨時報告書

平成25年11月14日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。

(32) 臨時報告書

平成26年５月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）

に基づく臨時報告書であります。

(33) 臨時報告書

平成26年５月30日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成26年５月29日

コーナン商事　株式会社  

 

 取締役会　御中    

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 目細　　実　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙﨑　充弘　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているコーナン商事株式会社の平成２５年３月１日から平成２６年２月２８日までの第３７期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注

記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、コーナ

ン商事株式会社の平成２６年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

EDINET提出書類

コーナン商事株式会社(E03273)

有価証券報告書

79/80



＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、コーナン商事株式会社の平

成２６年２月２８日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、コーナン商事株式会社が平成２６年２月２８日現在の財務報告に係る内部統制開示すべき重要な不備

があるため有効でないと表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 

強調事項

　内部統制報告書に記載のとおり、会社の全社的な内部統制に開示すべき重要な不備が存在しているが、第三者委員会

による調査および社内調査を行い、その結果特定した必要な修正はすべて財務諸表に反映している。

　これによる財務諸表監査に及ぼす影響はない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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